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日本農業工学会正会員 

正会員 10 学協会 総会員数：14,853 名（農業電化協会 127 団体）；14,980 名・団体 

(平成 29 年 4 月現在：9 学会、1 協会） （会員数は 27 年度日本農学会登録数） 

農業農村工学会（昭和 59 年～現在） （会長：平松 和昭、会員数：9,280 名） 

（平成 19 年 6 月 29 日に農業土木学会より名称変更） 

Japanese Society of Irrigation, Drainage and Rural Engineering (JSIDRE）（略記：農工） 

農業食料工学会（昭和 59 年～現在） （会長：井上 英二、会員数：1,131 名） 

（平成 25 年 10 月農業機械学会より名称変更） 

Japanese Society of Agricultural Machinery and Food Engineers (JSAM）（略記：機械） 

日本農業気象学会（昭和 59 年～現在） （会長：平野 高司、会員数：730 名） 

Society of Agricultural Meteorology of Japan(SAMJ） （略記：気象） 

日本農作業学会（昭和 59 年～現在） （会長：林 久喜、会員数：479 名） 

Japanese Society of Farm Work Research(JSFWR） （略記：作業） 

農業施設学会（昭和 59 年～現在） （会長：川越 義則、会員数：467 名） 

Society of Agricultural Structures, Japan (SASJ） （略記:施設） 

農業電化協会（昭和 59 年～現在） （会長：田澤信二、会員数：101 団体） 

Japanese Association of Agricultural Electrification (JAAE） （略記：電化） 

農村計画学会（平成 2 年～現在） （会長：一ノ瀬 友博、会員数：1,042 名） 

The Association of Rural Planning (ARP） （略記：計画） 

生態工学会（平成 6 年～現在） （会長：北宅善昭、会員数 371 名） 

（平成 13 年 9 月に CELSS 学会より名称変更） 

The Society of Eco-Engineering (SEE） （略記：生態） 

農業情報学会（平成 9 年～現在） （会長：南石晃明、会員数：390 名） 

（平成 14 年 8 月農業情報利用研究会より名称変更） 

Japanese Society of Agricultural Informatics (JSAI） （略記：情報） 

日本生物環境工学会（平成 19 年～現在） （会長：仁科 弘重、会員数：963 名） 

（平成 19 年 1 月 1 日より日本生物環境調節学会と日本植物工場学会の合併） 

Japanese Society of Agricultural, Biological and Environmental Engineers and Scientists

（JSABEES） （略記：生工） 
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日本農業工学会賞２０２1 受賞者 

 

皆川 秀夫（みながわ ひでお） 
学歴・職歴 

1978 年 千葉大学園芸学部卒 

1980 年 東京大学大学院農学研究科（修士課程）修了 

1981 年 北里大学獣医畜産学部(（現）獣医学部)・助手 

1990 年 東京大学大学院農学研究科 農学博士取得 北里大学・講師 

2014 年 北里大学・准教授 

2020 年 同 定年退職 

2021 年 同非常勤講師 

受賞歴 

2003（社）中央畜産会「畜産大賞表彰事業 地域振興部門 優良賞」 

2009 生態工学会「学術賞」 

 

 

伊藤 博通（いとう ひろみち） 
学歴・職歴 

1993 年 京都大学大学院農学研究科博士後期課程農業工学専攻研究指導認定 

1993 年 近畿大学助手（生物理工学部） 

1995 年 京都大学博士（農学）学位取得 

2000 年 神戸大学講師（農学部） 

2005 年 神戸大学助教授（農学部） 

2011 年 ベルギー王国 Katholieke Universiteit Leuven 客員教授 

2018 年 神戸大学大学院農学研究科 教授  

受賞歴 

2015 年 日本生物環境工学会学術賞受賞 

2019 年 日本農業工学会フェロー 

 

 

北宅 善昭（きたや よしあき） 
学歴・職歴 

1979 年 大阪府立大学農学部農業工学科卒業 

1984 年 大阪府立大学大学院農学研究科博士課程修了 

1984 年 大阪府立大学農学部助手 

1988 年 大阪府立大学農学部講師 

1991 年 千葉大学園芸学部助教授 

1996 年 大阪府立大学農学部助教授 

2005 年 大阪府立大学大学院生命環境科学研究科教授  

受賞歴 

2003 年 生態工学会学術賞 

2008 年 日本農業気象学会学術賞 
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辻 博之（つじ ひろゆき） 
学歴・職歴 

1988 年 宇都宮大学農学部卒 

1988 年 農林水産省入省、農業研究センター研究員 

1998 年 – 現在 北海道農業試験場および農研機構・北海道農業研究センター 

2015 年 大阪府立大学学位取得・応用生命科学 

 

受賞歴 

2000 年 根研究会奨励賞 

2007 年 日本作物学会技術賞 

2019 年 日本農作業学会学術賞 

 

 

 

阿部 佳之（あべ よしゆき） 
学歴・職歴 

1999 年 北海道大学大学院 農学研究科 修士課程修了 

1999 年 農林水産省 草地試験場 

2007 年 農研機構 畜産草地研究所 主任研究員 

2008 年 北海道大学 博士（農学）取得 

2013 年 アイオワ州立大学及びアメリカ農務省 客員研究員（2014 年 11 月まで） 

2015 年 農林水産省 農林水産技術会議事務局 研究専門官 

2017 年 農研機構 畜産研究部門 ユニット長 

2018 年 農研機構 中央農業研究センター グループ長 

 

受賞歴 

2006 年 農業施設学会 論文賞 

2008 年 中央畜産会畜産大賞（研究開発部門優秀賞） 

2015 年 農業施設学会 学術賞 
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星  岳 彦（ほし たけひこ） 
学歴・職歴 

1985 年 千葉大学大学院園芸学研究科 修士課程修了 

1985 年 財団法人電力中央研究所 生物研究所 

1989 年 東海大学 開発技術研究所 

1991 年 東海大学 開発工学部生物工学科 

2012 年 近畿大学 生物理工学部生物工学科 

受賞歴 

1990 年 日本植物工場学会奨励賞 

1991 年 日本農業気象学会奨励賞 

2000 年 日本植物工場学会論文賞 

2003 年 日本農業情報学会奨励賞 

2004 年 日本植物工場学会学術賞 

2010 年 農業情報学会 学術賞  

2011 年 日本農業気象学会 普及賞  

2015 年 日本生物環境工学会 功績賞 

 

 

 

 

 

井上 英二（いのうえ えいじ） 
学歴・職歴 

1979 年 九州大学農学部農業工学科卒業 

1981 年 九州大学大学院農学研究科農業工学専攻修士課程修了 

1981 年 ヤンマー農機（株）入社 中央技術研究所勤務 

1986 年 九州大学農学部助手 

1989 年 農学博士（九州大学）、九州大学農学部助教授 

2000 年 九州大学大学院農学研究院助教授 

2005 年 九州大学大学院農学研究院教授 

受賞歴 

1995 年 農業機械学会・学術賞 

2011 年 農業機械学会・森技術賞 

2017 年 日本農業工学会フェロー 
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村上 章（むらかみ あきら） 
学歴・職歴 

1978 年 京都大学農学部卒業 

1980 年 京都大学大学院工学研究科修士課程修了 

1980 年 兵庫県技術吏員 

1982 年 京都大学農学部助手 

1994 年 京都大学農学部助教授 

1999 年 岡山大学環境理工学部教授 

2009 年 京都大学農学研究科教授 

2019 年 京都大学農学研究科長・農学部長 

2020 年 京都大学理事・副学長 

受賞歴 

1996 年 土木学会論文賞 

2007 年 農業農村工学会沢田賞 

2008 年 地盤工学会研究業績賞 

2010 年 農業農村工学会優秀論文賞 

2011 年 IACMAG Excellent Contributions Award 

2011, 2013, 2016, 2019 年 地盤工学会論文賞 

 

 

 

広田 純一（ひろた じゅんいち） 
学歴・職歴 

1978 年 東京大学農学部農業工学科卒業 

1983 年 東京大学大学院農学系研究科博士課程修了 

1983 年 東京大学農学部助手 

1985 年 岩手大学農学部講師 

1999 年 岩手大学農学部教授 

2020 年 岩手大学定年退職 

受賞歴 

2006 年 農業土木学会賞地域貢献賞 

2018 年 農村計画学会学会賞 
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耕畜連携による循環型農業システムの構築

皆川 秀夫 

北里大学獣医学部・非常勤講師 

〒034-8628 青森県十和田市東�23 番町�35-1/  E-mail <minagawa@vmas.kitasato-u.ac.jp> 

要旨 

私は畜産の「環境問題」に約 30年間取り組んできた．JA十和田市の「尿処理リサイクル研究会」（1991~2003年）に参

加し，微生物による豚尿汚水の浄化とその散布による野菜の肥培効果の解明と普及を追求した．肥培効果の主因は尿に

多量に含まれる K（カリウム）による「根
ね

肥
ご

え効果」にあることを突止めた． 

しかし家畜排泄物の堆肥・液肥としての農地還元には限度があり，その「余剰問題」が大きな課題になっている．そこで

新たな試みとして「オゾン微細気泡」による家畜排泄物の「完全浄化」と，その「浄化液」を用いた藻類・菌類の水耕培養よ

る「再資源化」に挑戦している．従来の「微生物」に代わる「オゾン」による物理化学的分解に大きな手応えを感じている． 

キーワード

家畜排泄物, 微生物，余剰問題，オゾン，循環型農業 

１．畜産の特徴と環境問題 
わが国の畜産は，明治時代に牛肉や豚肉などの肉食が

解禁され，とくに戦後，欧米の肉食文化の普及とともに

著しく発展した新しい産業である． 

しかし，わが国の畜産は飼料の大半を輸入に依存する

加工型畜産をなし（図 1），これが環境問題の根本的原因

となっている．畜産発展の原動力は，自動車や精密機械

などの工業製品の輸出の見返りとして「無関税」で輸入

される膨大・格安な飼料穀物に大きく依存していること

にある（皆川，1997）． 

農林水産省の「食料需給表」によれば，飼料穀物の輸

入量は，2017 年度で約 1,700 万 t（熱量基準），これは

主食である米（玄米）の年間生産量約 800 万 t の 2.1 倍

にも相当する．一方，飼料自給率は濃厚飼料で 13%，粗

飼料を含めた全飼料では 26%に過ぎず，わが国の畜産の

飼料基盤は極めてぜい弱である．このぜい弱な飼料基盤

のため，養鶏や養豚を中心に経営規模の拡大が著しく進

む一方，家畜の排泄物を農地に還元できず，これが糞尿

処理問題，すなわち悪臭を含む環境問題を提起している． 

２．環境規制と循環型社会 

わが国は 1960 年代から 1970 年代の高度経済成長

期に大気汚染や水質汚染などの深刻な公害を経験してき

た．これに対処するため 1967 年に「公害防止基本法」

が制定され，1971 年には「環境庁」が設置された． 

それから 30 年後，環境庁は「環境省」に昇格，環境

規制値を設け公害を防止する消極的規制のみならず，家

庭や産業の廃棄物を適正に処理・再利用（リサイクル）

することを積極的に推進する「循環型社会形成基本法」

（2000 年 6 月）を制定した（図 2）．これを基に各種生

活品の分別回収・再資源化・再利用に関する具体的法律

~加工型畜産~
・穀物飼料（濃厚飼料）の輸入
量は2017年度で1,700万t．

・これは米の年間消費量800万t
の2倍以上にも相当．

・飼料自給率は濃厚飼料で13%，
粗飼料を含む全飼料では26%に
過ぎない．

・養鶏や養豚を中心に経営規模の拡大が
著しい．

・飼料農地が不要なことから，家畜の排
泄物処理問題，すなわち悪臭を含む環
境問題を提起している．

家畜

排泄物 ため池

大規模養豚場作物

農地

×
図 1．加工型畜産と環境問題 

~資源循環社会を目指した各種の法規制 ~

野菜残渣の投棄

ナガイモの生産

NO

1971
2000 

食品リサイクル法

廃棄物処理法

グリーン購入法

建設資材リサイクル法

家電製品リサイクル法

包装容器リサイクル法

循
環
型
社
会
形
成
基
本
法

公
害
防
止
基
本
法

図 2．循環型社会形成基本法の成立（2000年） 
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が制定された． 

とりわけ「廃棄物処理法」や「食品リサイクル法」は

農業とも密接に関わり，野菜・果樹の生産地で大量に排

出されるカット残渣は産業廃棄物とみなされ，これを山

林などに不法投棄することを禁止，しかも皮をむくなど

の加工残渣であればその一定割合を土壌肥料や家畜飼料

に再利用することを義務づけた． 

また農林水産省でも 1999 年 11 月，家畜排泄物の管

理の適正化と利用促進をねらった「家畜排せつ物法」を施

行し，畜産農家や畜産企業に対し 2004 年 10 月までに堆

肥舎や汚水処理施設の設置を義務づけた． 

 

３.耕畜連携による循環型農業の実践例 

これらの法律に対応すべく，青森県上十三
か み と う さ ん

地域において，

「耕畜連携による循環型農業の実践」の事例を紹介する（皆

川, ２００４）． 

 

3-1 豚尿汚水の液肥化と畑作物への利用 

図３は，JA 十和田市の「尿処理活性化リサイクル研究

会」が中心となり 1998 年から進めた「豚尿汚水の液肥

化」である（皆川ら，2015）． 

図 3 に示したように，豚尿汚水 5 t を 1 週間毎にビニ

ールハウス内で処理した．この施設は地中に掘削した 5 

水槽からなり，それぞれに曝気装置とバイオリアクタ

（石・ホタテ貝殻・土など）が設置され，豚尿汚水は約 

20 日から 1 ヶ月かけて微生物により有機物から無機物

に分解し，ミネラル成分に富む液肥となる(土肥ら,2007)． 

成果として，有機物の微生物分解によって生産される

硝酸をホタテ貝殻が中和する機能があり，青森県の水産

廃棄物であるホタテ貝殻が豚尿汚水処理の pH の安定

化に貢献していることを発見した（Matsuzawa et al.,  

2003）． 

また，この豚尿液肥を定植時のナガイモ土壌表面に消

毒用の散水器を用いて 3 t/10 a 散布したところ毎年，素

晴らしいナガイモが収穫されました．ナガイモだけでな

くニンニク（図 3-右）や長ネギなど他の根茎野菜にも効

果があることを確認した．さらに豚尿液肥は畑作の連作

障害防止に効能があることが示唆された．肥培効果の主

因は尿に多量に含まれる K（カリウム）による「根
ね

肥
ご

え

効果」にあることを突止めた（Minagawa et al．2011） 

畜産の尿汚水処理は，浄化に手間や経費がかかり，畜

産農家の最大の悩みであるが，このような処理の有効性

が見出された．そこで養豚と畑作の盛んな青森県上十三

地域において豚尿汚水を液肥化し，全畑作地にそれを年

間 2 t/10 a 散布できると仮定すれば，同地域で年間に排

出される豚尿汚水の約 70% を農地還元できることが試

算された．これより，豚尿汚水から作出する「液肥」を

核として，養豚農家と畑作農家との循環型農業の実現の

可能性がでてきた． 

 

3-2 作物残渣の家畜飼料化 

青森県上十三地域は稲作，畑作，畜産のいずれも盛ん

な地域である．夏季冷涼な気候でも生育する根茎野菜の

ナガイモやニンニクは日本一の生産量を誇っている．ナ

ガイモやニンニクを出荷する際，茎や葉など余分な部位

を切除する残渣が大量に発生し大きな問題となっている．

とりわけナガイモの残渣は年間 6,000 t，これは野菜の

全残渣の 60% を占め深刻である． 

そこで「廃棄物処理法」や「食品リサイクル法」に対

処すべく，JA 十和田市をはじめ広域農協が運営する（社）

上十三
か み と う さ ん

広域農業振興会が中心となって進めたのが「ナガ

イモ残渣の乾燥粉末化とその家畜飼料化」（図 4）である． 

茎や腐敗部位を切除したナガイモ残渣（図 4-c）を真

空・低温加熱方式のロータリーキルンを用いて粉末加工

した（図 4-f）．このナガイモ残渣粉末の栄養成分を調べ

たところ糖分 61.8%，粗タンパク質 9.8%，粗脂肪 0.2%，

粗灰分 17.2%，粗繊維 2.6% となり，これを一般的家畜

用配合飼料の成分と比較すると粗タンパク質および粗灰

分が比較的多く含まれ，補助飼料として使えることがわ

かった． 

そこでナガイモ残渣粉末を肥育豚の配合飼料に 5%～

15% 添加したところ肉質がやわらかく，脂肪の色が改善，

さらに旨みが増大，添加率は 5% が最適であることを見

出した（Minagawa et al., 2008）．格的な究明はこれか

らになるが，畑作農家と畜産農家との一層の結びつきが

示唆された． 

Control

Applied

土壌 軽石 花崗岩 貝殻

BMW (Bacteria, Mineral, and Waste Water) 施設 (1998)

図 3. 豚尿汚水の液肥化とナガイモ栽培への利用 

                        

                          

                            

                            

                

                               

                         

      

                             

                            

                             

                            

                           

                            

      

図 4. ナガイモ残渣の乾燥粉末化と豚への飼料添加 
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しかし「耕畜連携による循環型農業の実践」は多くの

難題を抱えている。飼養頭数の拡大，化学肥料の普及に

伴う堆肥利用の減少，農業者の減少と高齢化，農地の減

少などにより家畜排泄物の「余剰問題」が顕在化である。 

また家畜排泄物の堆肥化・液肥化・浄化には主に微生

物処理が主役であるが，その温度・湿度などの微妙な管

理が必要でもある． 

よって「余剰問題」の解決には「脱微生物」・「脱農地

還元」の他に「水産・食品系残渣」などにも対象を広げ

た新しい「再資源化」の発想が必要で，次節に紹介する． 

 

４．「余剰残渣」の完全分解と再資源化の試み 
 

4-1 「オゾン微細気泡」を用いた家畜排泄物の完全浄化

とその浄化液を用いた藻類・菌類栽培による再資源化 

オゾンと微細気泡を併用した装置（図 5）で家畜糞尿

汚水（豚糞・牛糞，5 倍希釈）を浄化し，これを栄養源と

して付加価値の高い藻類および菌類の水耕栽培を試み，

余剰家畜バイオマス資源の再資源化の可能性を探った

（皆川ら，2018）． 

 ＜成果＞の要点を次に記す． 

１） 藻類（クロレラ）の培養では，「牛 3：豚 7」の「混合浄化

液」が最もクロレラの生長を促進させた（図 6）．炭素に

富む「牛糞浄化液」と窒素に富む「豚糞尿浄化液」との

補完効果を見出した． 

２） キノコの菌糸から大量の「リグニン分解酵素」を得ること

を目標に，牛糞浄化液（成分無調整）でヒラタケ菌糸の

水耕栽培を試みた．ヒラタケの標準培地を基準とし，牛

糞浄化液を無希釈，蒸留水で 2/3 倍希釈，1/3 倍希釈

の 3 濃度を設定，25℃の恒温槽内で菌糸培養を行っ

た．その結果（図7），2週間後，いずれの培地も標準培

地と同様，「菌糸塊」が認められた．また，各培地とも菌

糸にクランプが確認でき，これは菌糸が生長・増殖して

いることを意味する（Minagawa et al., 2010 a & b）． 

 

4.2 「酢酸」を用いたホタテ貝殻の完全分解と再資源化 

 大量に放棄・堆積されるホタテ貝殻（図 8）の再資源

化の方策を探った（皆川ら，2019）． 

＜方法＞の要点を次に記す． 

１） 酢酸によるホタテ貝殻の溶解：ホタテ貝殻（成貝）50

枚を 9L の容器に投入，99%酢酸を水道水で希釈し

1M（mol/L）に調整した溶液に浸漬した．溶解開始か

ら約 1 日後に表面の殻皮をブラシで剥離，その後 1

週間間隔で酢酸溶液の入れ替えを 4～5 回行い「有機

基質」と「酢酸溶解液」の分離・抽出を行った（図 9）． 

２） 有機基質のアミノ酸組成と再結晶化： 有機基質の

タンパク質のアミノ酸組成を分析した．有機基質を

シャーレ板上で薄く伸ばし有機基質を人工海水で浸

し加熱させ電子顕微鏡で結晶の有無を調べた． 

３） 酢酸溶解液の脱臭・抗菌効果を試験した． 

＜結果＞の要点を次に記す． 

１） 有機基質から，ホタテ貝殻のカルサイト（図 11）と同様

の結晶（図 10）が形成され，有機基質は炭酸カルシウ

ムの結晶構造を作出する因子と推察した． 

２） 酢酸溶解液は，アンモニアガスに対する脱臭効果と，

オゾン微細気泡生成装置(水中オ

ゾン濃度＝最大 0.1 ppm） 

豚
１日後

『豚糞尿処理水』

牛 5～７日後

透明度が低い

→遠心分離

『牛糞尿処理水』

図 5.オゾン微細気泡による豚糞尿と牛糞の脱色の比較 

図 8. ホタテ貝殻の堆積（青森県平内町） 

標準培地

牛糞浄化水
(1/3倍希釈)

牛糞浄化水
（2/3倍希釈）

牛糞浄化水
（無希釈）

図 7. 牛糞浄化液を栄養培地に用いたヒラタケ菌糸

の水耕栽培（菌糸とクランプ） 

図 9. ホタテ貝殻の酢酸による溶解（左，中央）と基質

タンパク質（茶色）・溶解液（透明）の分離（右） 
図 6. 牛・豚の浄化液の割合とクロレラの色変化 
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大腸菌，腸炎ビブリオ，O-157，リステリア属菌に対する

抗菌効果とが認められた（小泉ら，2019）． 

３） ホタテ貝殻は 100%再利用できる可能性が示唆された． 

4. まとめ 

技術革新のキーワードとして現在，DX（デジタル化：

Digital Transformation ）と SX （持続可能化： 

Sustainable Transformation）の 2 語が注目される． 

DX は，環境情報（温度・湿度など）や生体情報（成

長・栄養など）の大量データ（Big Data）を入手し，人

工知能(AI：「ベイズ統計」を用いた推論)を活用して生体

に最適環境を提供する手法といえ，「農学」に必須である． 

SX は，「資源循環」を重視し，「農学」の本質ともいえ

る．資源循環は化学肥料・農薬・化石燃料などの使用を

極力抑制した持続可能な「環境保全型農業」（LISA: Low 

Input Sustainable Agriculture）の基礎となる． 

本報は，生物系残渣の「完全分解」と「再資源化」の

最新事例を紹介したが，SXに挑戦する後進に期待する． 
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Speaking Plant Approachによる植物の生育制御に関する研究 

 
伊藤博通 

 
神戸大学 大学院農学研究科 

                                                                             
要旨 

植物工場は多くの環境制御機器を装備し，四季のある日本においてレタスなど葉菜類の周年生産を実現しているが採

算性の改善のため現行の環境制御には改良の余地がある．生産コストを低減し，かつ収量を増大させて生産効率を高め

るための手法として Speaking Plant Approach（SPA）がある．SPA は植物の生育状態に応じて生育に最適な環境制御を行う

手法であり，これを実現するためには生体計測技術開発と植物の環境応答解明が必要となる．筆者はこれらの課題を解決

すべく研究を進めてきた．主要な研究成果として近赤外分光法を用いた野菜内硝酸濃度の非破壊測定法開発およびレタ

スの成長システム同定研究の概要を述べる． 
                                                                             
キーワード 
植物工場，speaking plant approach，生体計測，環境応答 
 
緒言 

 
Speaking Plant Approach (SPA)は生産対象となる植物の

生体情報を環境制御にフィードバックして最適栽培環境制

御を実現する手法である（Hashimoto, 1989）． SPA の概念

図を図１に示す．植物成長伝達関数は植物の環境応答を

記述した関数である．環境応答の解明を困難にしている要

因は２点あり，１点目は環境刺激（入力）が複数あることで

ある．地上部環境と根圏部環境それぞれに複数の環境項

目があり，それらが複合的に植物に作用し，かつ各項目は

お互いに独立ではない．２点目は植物の環境応答が非常

に緩慢であり，かつ成長と共に応答（伝達関数）が変化す

ることである．一方，成長モニタリングは栽培中の植物の状

態を把握する生体計測技術である．この技術開発で克服

すべき点は２点あり，前者は栽培中の植物生体にストレス

を与えずに測定することである．非破壊，非接触測定が基

本的に採用されるが，光計測になるため計測に最適な条

件が植物成長にも最適とは限らない．後者は測定結果が

示す数値のばらつきが大きいことである．同じ品種でも個

体差が存在し，測定対象が示す数値変動が外部要因によ

るのか，それとも個体差によるのかを考慮し，的確な統計

解析手法を適用する必要がある．栽培中の非破壊測定手

法と測定数値の解析は挑戦的な課題である． 
植物環境応答の解明と生体計測技術の開発が SPA 実

現のための課題であり，この課題克服の先には現状よりも

遙かに生産効率の高い最適栽培環境制御が実現され，そ

の結果として低コスト・高品質生産を実現するイノベーショ

ンが達成されると考えられる． 
 
非破壊計測法の開発 
 
  植物工場の経営改善のためには生産コストの低減と生

産品の付加価値向上が必要である．後者においては外観

の他に内容成分が重要になる．人体に有用な物質が豊富

で，かつ有害な物質が少ないことは生産品の付加価値向

上につながる．植物体内に存在する物質の濃度をモニタリ

ングしながら栽培環境制御を実行することが SPA の実践と

なる．本節では植物体内で生合成される物質の非破壊計

測，特に葉内硝酸イオン濃度の非破壊計測の研究例を中

心に記述する． 
窒素は植物にとって必須栄養素であり，硝酸は窒素の

主な供給源である．硝酸は野菜の成長に必要であるが，

過剰な硝酸施肥は野菜中の硝酸濃度を高くし，人体に有

害となる．欧州連合では食品中に含まれる硝酸濃度の上

限を法律で規制している．日本国内には規制はないが，

硝酸濃度低減化は生産現場に於いて考慮されるべきであ

る．松本ら（2010）はレタス中の硝酸濃度が乾物率と反比

例しており，十分な光量下で光合成速度が大きいときに硝

酸濃度が低下することを示した．人工環境下で栽培環境

を調節することにより野菜中の硝酸イオン濃度を制御でき

る．これら環境要因を効果的に調節するためには栽培中

の野菜に含まれる硝酸濃度を非破壊・適時計測する必要

がある． 
筆者らは葉内硝酸濃度の非破壊測定法の開発を行っ

図 1 SPA の概念 
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てきた．測定方法は測定部位の大きさにより大きく３種類に

分けることができる．即ち葉面内の一点（Itoh et al., 2011），

葉面全体（Itoh et al., 2010; Itoh et al., 2013），個体全体

（Itoh et al., 2015）である．葉面全体の測定にはハイパース

ペクトルカメラを使用した．以下に個体全体の非破壊計測

について述べる． 
レタス(Lactuca sativa L.,cv. ‘Greenwave’)を人工気象器

内で栽培した．図２に示すように庫内は前後を黒色スポン

ジゴムで仕切られており，各レタスに１つ測定プローブを固

定 し て い る ． 光 源 は LED で 光 量 子 束 密 度 は 80 
μmol·m−2·s−1，赤色（655 nm）と青色（470 nm）の光量子束

密度の比である R/B 比は５あるいは 10 の２試験区，明暗

周期は 1 h/1 h, 3 h/3 h, 6 h/6 h および 12 h/12 h (明期/暗
期)の４試験区を設定した．気温は 22 °C，栽培期間は１週

間あるいは２週間とし，養液は OAT ハウスＡ処方で作成し

て１週間に１回更新した．合計289サンプルを栽培した．使

用した分光計（FANTEC Quality Analyzer, FANTEC）の波

長範囲は 588.19 nm から  1091.7 nm，波長分解能は

1.9747 nm，積算時間は 50 ms に設定した．栽培期間中に

継続的に各レタスの吸光スペクトルをサンプリング周期 20
分で自動計測した．収穫時に吸光スペクトルを測定し，そ

の後に RQflex (RQflex 10; Merck)を使用して各株の硝酸

濃度を測定した．これらの測定データを使用して吸光スペ

クトルから硝酸濃度を推定する重回帰モデルを作成した．

モデル作成に使用したサンプル数は 199 で，これを校正

用データ 133 と評価用データ 66 に分割し，校正用データ

を使用してモデルを作成した．原スペクトルに正規化およ

び２次微分処理を施し PLS (partial least squares)法により回

帰式を作成した場合に最も推定精度が高くなり，相関係数

は校正用データで 0.72543，評価用データで 0.77126，標

準誤差は校正用データで 1148.0 mg L-1，評価用データで

1005.4 mg L-1となった．このモデルを栽培中に測定した吸

光スペクトルに適用して同一株の栽培期間中における硝

酸濃度経時変化を計測した．図３に R/B 比が５の条件下に

おける硝酸濃度経時変化を示す．図中の各プロットは８株

測定値の平均を示す．LED 光がスペクトル測定の外乱と

なるので暗期に測定したスペクトルのみから硝酸濃度を推

定した．硝酸濃度の経時変化は単調に増加するのではな

く上に凸の曲線となっていた．硝酸は昼夜を問わず根から

吸収されるが，硝酸代謝に必要な炭素骨格は明期にのみ

光合成産物から生産される．栽培当初は葉が小さいので

炭素骨格の生産量が小さく，根から吸収された硝酸を代謝

するには不十分であり，代謝されなかった硝酸は液胞に蓄

積されていたと考えられる．このため葉面積が小さな間は

硝酸濃度が増加し，葉面積が一定の大きさを超えると硝酸

の代謝量が吸収量を超えるようになり硝酸濃度が減少し始

めると考えられる．図３の測定値を２次曲線で近似し，頂点

を示す期日を求めた．これは硝酸濃度が上昇から下降に

移る遷移点であり，遷移点が早く現れると収穫時の硝酸濃

度が低下する．また，遷移点が現れる期日は地上部生体

重が８ g から 11 ｇに到達した時点と一致する．従って，成

長促進は収穫時の硝酸濃度低減化に有効であることがわ

かった． 
 
レタスの成長システム同定 
 

本節では図１に示す植物成長伝達関数を扱う．システム

同定（伝達関数を求めること）のためには環境入力と成長，

即ちシステムへの入力と出力を測定する必要がある．環境

要因の測定には現在でも数多く販売されている気象セン

サーを利用することができるが，同じ個体の植物成長を非

破壊・連続で自動計測するためには独自の計測系を構築

する必要がある．  
伊藤・山本（2005a）はレタス２株を解析対象とし，成長と

共に葉が繁茂して株同士の葉が重なり合う場合であっても

水平投影画像から生体重を推定できる手法を開発した．こ

の実験に使用した装置と測定データの流れを図４に示す．

同じレタス２株の水平投影画像を 10 分間隔で撮影した．２

株の合計生体重を電子天秤で１日に１回測定した．株の

水平投影面積等によって生体重を推定する場合，２株以

上になると葉が重なり合うことにより生体重増加を葉面積の

図 2 栽培中レタスの近赤外スペクトル測定 

図 3 レタス個体内硝酸濃度の経日変化  
（明暗周期 （a） 1 h/1 h，（ｂ） 3 h/3 h） 
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増加によって表すことが困難になる．そこで形状や大きさ

に依存しないテクスチャ特徴量を採用した．２株が重なり水

平投影画像があたかも１株に見える場合でもテクスチャ特

徴量は２株それぞれの生体重増加を反映していると考えら

れた．同定対象であるレタスはマリーゴールド（Lactuca 
sativa L., cv. "Tango lettuce"）である．１枚の画像から色情

報およびテクスチャ合計 34 種類の画像特徴量を計算した．

14 日間の栽培で画像特徴量と生体重の測定データ 14 組

を得た．画像特徴量を説明変量，２株の生体重合計を目

的変量とする重回帰式を作成した．ステップワイズ法により

生体重推定に有効な説明変量を選択した．この結果，２種

類のテクスチャ特徴量が説明変量として選択され，重回帰

式の寄与率が青プレーンで 0.998 となり，２株の葉が重なり

合っていても水平投影画像から生体重を高い精度で推定

できた．これにより手動によらずカメラで水平投影画像を撮

影すれば任意の周期で生体重を自動測定することが可能

になった． 
伊藤・山本（2005b）は同定入力を光量子束密度，同定

出力を生体重とするレタス成長システム同定を行った．一

般に同定実験には入力の時系列として，周波数領域では

全周波数にパワーが存在する擬似白色雑音時系列を使

用する．Itoh (2001)はレタス１株に光量子束密度を擬似白

色雑音時系列で与えた場合にレタス成長システム同定が

可能であることを示した．しかし，対象レタスが１株であるこ

とや同定入力である光量子束密度に不規則な時系列を用

いることは実際の植物工場ではあり得ない．光量子束密度

を明期と暗期が周期的に繰り返す一定周期の時系列で入

力した場合のシステム同定を行った．同定入出力の測定

結果を図５に示す．サンプリング周期は入出力共に１ h で

ある．同定出力のペリオドグラムは直流成分に近い周波数

域のみにパワーが見られた．即ち，光量子束密度の変化

に対して生体重の応答は非常に緩慢であった．同定に使

用したモデルは離散時間 LTI（linear time-invariant）システ

ム で 次 に 示 す ４ モ デ ル で あ る ． ARX(Auto-Regressive 
eXogeneous) モ デ ル ， ARMAX(Auto-Regressive Moving 
Average eXogeneous)モデル，OE(Output Error)モデルおよ

び BJ(Box and Jenkins)モデル．システムが動作し始めてか

ら逐次得られるデータを用い，各時点においてそれまでに

得られたデータからの推定値を更新することにより新しい

データを得る毎に逐次新しい推定値を求めるオンライン同

定法（逐次パラメータ推定法）を採用した．特性がゆっくりと

変化するシステムに対してこの推定法は有効であり，入力

の変動に対して出力が緩慢な変化を示す本同定に適して

いた．逐次パラメータ推定法ではシステムパラメータ推定

値が時間軸に沿って変化する．このため時変システムのパ

ラメータ推定を行っていることになる．このことは植物などの

成長を解析する場合に都合がよい．レタスでは生体重の

経時変化が一定ではなく成長が緩慢な時期と急激な成長

を見せる時期がある．このような場合にはレタスを時変シス

テムとして扱った方が合理的である．今回逐次最小２乗法

（RLS: Recursive least-squares method）法を使用してシステ

ムパラメータの推定を行った．ARX および ARMAX モデ

ルでは精度良く推定することができた．ARX モデルについ

て同定出力の実測値と推定値の比較を図６に示す．実測

値と推定値がほとんど一致している．同定出力には前処理

として中心化処理を適用しているので負の値をとる場合が

ある．同モデルのシステムパラメータ経時変化を図７に示

す．システムパラメータが６日目付近から変動し始めている．

図７には生体重の経日変化も一緒に示されており，成長曲

線の傾きが６日目付近から変化していることがわかる．成

長曲線の傾きの変化は長期間の生体重測定結果をグラフ

図 4 レタス成長のシステム同定実験装置 

図 5 同定入力（上）と出力（下）の測定結果 
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に可視化して初めて認識することができる．システム同定

をオンラインで行うことができれば，次の時刻のシステムパ

ラメータを推定できるのでその変動から成長速度が変化す

る時点を予測できる．この情報を使用して環境設定を変え

るなどシステムパラメータ変動を生育制御に役立てることが

できる． 
 
今後の展望 
 
  筆者らは植物工場で生産する品目のさらなる高付加価

値化を目指して薬用植物の生育制御研究を進めている

（Higashiuchi et al., 2016; Kajikawa et al., 2018; Hanawa et 
al., 2018; Natsuhara et al., 2020）．薬用植物に含有され，成

長の要となる成分を非破壊計測し，その結果を基に栽培

環境を設定することにより生育制御の最適化を目指してい

る．これは薬効成分含量の最大化につながり、前節までに

説明した手法を基礎として薬効成分含量増大を実現する

生育制御が SPA により実現できると考えている． 
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根域ガス環境の植物影響およびその制御  
  

北宅 善昭 

大阪府立大学大学院生命環境科学研究科  
  

 
要旨  

一般に土壌中の根域 O2 濃度は数%～20%であり、大気中の 21%に比べて低く、根域 CO2 濃度は 0.1%～数%と大気中の

0.04%に比べて高い。根域 O2 濃度の低下による植物生育抑制に関する報告は多い。本研究では、一般栽培土壌において

根域 O2 濃度の低下による植物生育抑制が生じる前に、根域 CO2 濃度の上昇による生育阻害が生じることを見出した。これ

より，根域 CO2 濃度を指標とし，根域ガス環境の植物影響およびその制御に関する基礎・応用研究を行い、１）根域 CO2 濃

度の上昇による植物生長阻害の解明、２）根域 CO2濃度低減による植物成長促進効果、 ３）植物組織培養苗生産の効率化

のための根域通気性改善、 4）生態系での植物生育に及ぼす根域ガス環境の影響解明、などの知見を得た。これらの知見

に基づいて、植物生産性向上及び生態系保全に向け、植物成長を促進または抑制する根域ガス環境制御技術の開発を

行った。 

 
キーワード  
根域 CO2濃度、根圏環境、植物組織培養 

 

緒言  

一般に土壌ガス組成は、植物の成長に影響する重要

な根圏環境要因として、地温や土壌水分と同様に、農

学分野では古くから研究の対象とされてきた。土壌中

では根や微生物の呼吸により、一般に大気に比べて O2

濃度が低く（数%～20%）、CO2 濃度が高く（0.1%～数%）

なる。O2 濃度の低下が著しい場合に作物の生育が抑制

されることについては、湿害に代表されるように、農

学や土壌学の分野において多くの報告がある。しかし

一般的な土壌では、O2濃度の低下と同時に CO2濃度の上

昇が起こるので、生育の現場でのO2濃度低下とCO2濃度

上昇による植物への影響を区別することは難しい。 

本研究では、制御実験により根圏O2およびCO2濃度そ

れぞれの植物影響を調査し、通常の栽培土壌では、O2

濃度低下による生育抑制が見られる以前に CO2濃度の上

昇による生育抑制が生じることを見出した。また植物

生産現場において、CO2 濃度を指標として、根域ガス組

成の植物影響および根域通気性の改善技術に関する一

連の研究を行った。 

  

研究成果  

1．植物生育における根圏 CO2濃度の重要性 1)-4） 

排水の良い栽培土壌では、多量の降雨や潅水の直後

を除いて、O2 濃度が作物生育を阻害する 10 %以下に低

下することはほとんどなく、１～数％に上昇する CO2濃

度による生育抑制が問題となることを指摘した。また

根圏CO２濃度の影響は低地温下で著しくなること、根圏

CO２濃度上昇にともなう根の吸水抑制が原因で植物体が

水ストレスを受け、光合成ひいては生育が抑制される

ことを明らかにした。特にサツマイモの成長に及ぼす

土壌 CO2 濃度の上昇の影響を検討した結果、CO2 濃度

4.9%では塊根は形成されなかった。また、植物全体お

よび吸収根の乾物重は、対照区のそれぞれ0.6倍および

0.3 倍となった。 

 

2．土壌中 CO2濃度低減による植物成長の促進 5)-7) 

土壌畝内に有孔管を埋設して、土壌中CO2濃度を低下

させることにより、サツマイモ塊根収量を高められる

ことを実証した。さらに畝内に埋設した有孔管内に送

気して、土壌中 CO2濃度を 1～2％低下させて 0.1～0.5%

に維持することにより、通常の畝栽培に比べて葉菜、

果菜および根菜類の収量が約 20％の増加した。また土

壌通気性を改変する一連の実験結果から、土壌中の CO2

濃度を低く維持するための簡易な技術として、以下の

ことを提言した。 
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・土壌中での CO2の発生を抑えるために、易分解性有機

物を過剰に施用しない。 

・土壌のガス拡散係数を高く維持するために、団粒構

造が維持された気相率の高い膨軟な土壌を作り、根域

の含水率を過度に高めない。 

・土壌表面での CO2交換を促進するために、うねを高く

して土壌と大気とのガス交換面積を広げる。また多く

の利点を持つマルチングは、土壌と大気とのガス交換

をできるだけ妨げないように、密閉にしない。 

 

3．農業や生態系保全における根のガス環境調節の応用

研究 

3－1．湿潤圃場での根菜類生産のための土壌ガス環境

調節技術の開発 8)-14) 

東南アジアなどの低湿地を多く抱える途上国での農

業生産向上のため、湿潤圃場で根菜類を栽培するため

の簡易な土壌 CO2濃度調節技術の開発研究を行った。湿

地圃場において、土壌中に空気層を設け土壌中 CO2濃度

を低下させるため、途上国において入手が容易な難分

解性有機資材としての籾殻あるいは籾殻燻炭を、それ

ぞれ湿潤土壌畝内に塊として埋設することで、食糧と

して重要なサツマイモの塊根収量が高められることを

実証した。また途上国でのビタミンA供給野菜として重

要なニンジンを用いた試験でも、サツマイモと同様の

結果が得られ、湿潤土壌でも畝内に気相を富化するこ

とにより、根菜類の生産が可能であることを実証した。 

 

3－2．植物組織培養苗生産の効率化のための根域通気

性改善技術の開発 15)-17) 

植物組織培養による良質苗生産における環境調節技

術開発研究の一環として、途上国での植林樹種として

重要なユーカリの組織培養における培地の環境調節の

研究を行った。この研究では、従来から用いられる寒

天培地に替えて、バーミキュライトなど通気性に優れ

る培地を用いた結果、培養植物の水の吸収や光合成促

進により成長が促進され、また培養器外に出した後の

生存率が高まり、さらに成長が促進され、組織培養苗

生産の効率が飛躍的に向上した。 

また、ワサビの培養苗生産における最適な培地つい

て検討した結果、従来の組織培養で主に用いられてい

る寒天培地および保水性・通気性に優れたバーミキュ

ライト培地での成長は同等であった。バーミキュライ

ト培地内の水中溶存酸素濃度（DO）は、培養期間を通

して 9 µg L-1であったが、寒天培地内の DOは、培養開

始後 7日目に 2 µg L-1まで低下し、その後、寒天培地の

含水率低下に伴い生じた亀裂により、7 µg L-1になった。

寒天は通気性が悪いので、上述のユーカリの場合のよ

うに、一般の組織培養において根の成長促進には適さ

ないといった報告が多いが、湛水条件でも生育可能な

ワサビ培養の場合は、培地の DO 低下は生育を抑制しな

かった。なお培養器外に出して 28 日間養液栽培した結

果も、両区の成長は同等であった。安価な寒天培地は、

コスト低減に有利であると同時に、培地を培養器内に

固定できるため、培地・培養体を含む培養器の輸送な

ど取り扱いが容易である。 

 

3－3．マングローブ植物の嫌気的塩性地への適応機構

およびその植林技術への応用 18)－22） 

マングローブが生育する沿岸低湿地では、伝統的に

水産資源維持や護岸・海岸線保全のために、海中の森

であるマングローブ林が守られてきた。最近、燃料や

建築資材のためのマングローブ林の伐採、農地や水産

養殖池への転換などが過度に行われることによって、

様々な環境変動および社会問題が顕在化している。 

マングロ－ブの生育する土壌は、海水が流入するた

め塩分濃度が高く、また泥状で通気性が著しく悪い。

一般の植物ではとうてい生育できないこのような環境

条件下で、特に実生の初期成長を促進して生存率を高

めるために、多くのマングロ－ブ種は発達した胚軸を

持つ。また多くのマングローブ樹種は、気根と呼ばれ

る特殊な根を持つ。泥中の根では塩分濃度の高い土壌

から水分を吸収するために多くのエネルギ－を必要と

し、そのために根の呼吸活性を高く維持する必要があ
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るので、泥中の根に酸素を供給するための機構が必要

となる。 

気根の機能については従来から言われているように

皮目を介して大気中の酸素を根に拡散させることに加

えて、本研究では、日中に光合成反応が行われ、O2 を

生成していることを発見した。これは、泥中の根の呼

吸で発生した CO2が胚軸で同化され、その時に発生する

O2 が再び根の呼吸に使われるというガスの循環再利用

機能があることを意味する。幼植物の胚軸でも同様の

機能があり、その機能は、生存、初期成長に重要な役

割を担っていることを見出した。 

基礎研究や現地試験の結果から、植林後の苗の生存

率を高め、さらに成長を促進するためには、樹種間で

異なる胚軸の光合成能力に基づいて水位の異なる植林

場所に適した樹種を選定すること、定植時に胚軸部分

を土中に深く埋設しないこと、胚軸部分が長期間水没

しないようにすることなどを提言した。 

 

3－4．根圏ガス環境調節によるタケ類の成長抑制 23)、24） 

最近、日本ではタケ林の拡大が問題となっており、

その繁茂を制限する必要がある。そこでタケ類の成長

制御方法を確立することを目的として、土壌ガス組成

がタケの成長に及ぼす影響に注目し、タケ林内の土壌

ガス環境の動態、タケ植物の地上部および地下部のガ

ス交換特性、および成長について検討した。 

その結果、土壌中の CO2濃度が数％に上昇すると、タ

ケ地下部の呼吸活性が抑制され、根の成長抑制、葉面

ガス交換の抑制が生じ、タケの成長は抑制されること

を明らかにした。その試験結果に基づいて、土壌表面

を有機物で被覆後、有機物の分解によって土壌中 CO2濃

度が２～３％に上昇するのに伴い、タケの葉のガス交

換速度は低下し、成長は抑制された。ここでは、易分

解性有機資材として入手が容易な菜種糟および稲わら

を用いた。このような簡易な根圏ガス環境の制御方法

は、タケの成長を抑制する方法として有効であり、実

用化の可能性が高い。 

 

4．まとめ 

図１．根域 CO2濃度上昇の機構およびその植物影響 

本研究では、根域ガス環境の植物影響およびその制御

に関する基礎的および応用的研究を行い、根域 CO2濃度の

上昇による植物生長阻害のメカニズムを明らかにした（図１）。

また根域ガス環境制御に関して、主に以下の知見を得た。 

1）通常の栽培土壌では、O2 濃度低下による生育抑制

が見られる以前に CO2濃度上昇による生育抑制が生じる。

2）土壌の通気性を改善して根域 CO2濃度を低減すること

により、植物成長を促進できる。3）植物組織培養苗生産に

おける根域通気性改善については、溶存 O2 に注目する必

要があるが、溶存O2濃度を高めることによる生育促進効果は

植物種の特性によって異なる。 4）生態系保全に向けて、根

域ガス環境制御により、有用植物の生育促進、あるいは有

害植物の生育抑制を図ることができる。 

これら一連の研究は、まだ実用技術として確立した

ものに至っていない。これらを実用技術として植物生

産や自然生態系の現場に適用していくためには、まだ

解決しなければならない課題が少なからずあり、今後、

基礎研究と応用研究の両面から、本研究をさらに進め

ていく必要がある。 
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北海道におけるリビングマルチを用いたダイズの保全的栽培に関する研究 

 
辻 博之 

 

農研機構・北海道農業研究センター（北海道河西郡芽室町新生南 9-4） 

 

要旨 

 コムギリビングマルチを用いたダイズ栽培は，ダイズの収穫期までに枯死するコムギをダイズと同時期に播種

して地表面を被覆し，雑草の生育を抑制する栽培法であり，雑草，両作物の 3 者間で起こる相互の干渉作用を利

用するものである．リビングマルチを利用して雑草を抑制しつつダイズの収量を確保するには，ダイズを標準区

の 1.5 倍の密植（栽植密度 25 本～28 本/㎡）とし，早期にダイズの葉をコムギ群落より上位に展開させる必要が

あった．また，北海道の通常のダイズ栽培の除草必要期間は播種後約 45 日間で，リビングマルチの利用により．

除草必要期間は通常の栽培に比べて約 15 日短い約 30 日となることを示した． 

 

キーワード  

ダイズ，コムギ，リビングマルチ，除草必要期間 

 

緒言 

 
 カバークロップは，緑肥の一種であり土壌の侵食防止

や地力維持などの保全効果が得られる技術として着目さ

れてきた．リビングマルチは，カバークロップの一種で

あり，主作物と同時期に栽培され，土壌表層の被覆を早

めることで，雑草の発生や土壌浸食を抑制する．近年は

トウモロコシやダイズの保全的栽培技術，雑草抑制技術

としての効果が報告されており（中村ら，2001；三浦・

渡邊，2002；三浦，2009），麦類リビングマルチを用いた

ダイズ栽培法はマニュアル化が進められた（農研機構，

2014）．この他に，麦類リビングマルチは畦間が広いカボ

チャなどの野菜類や，傾斜地で栽培されるコンニャク等

の生産でも利用がみられる． 
麦類リビングマルチを用いたダイズ栽培（図１）は，

ダイズの収穫期までに枯死する麦類（以下マルチ麦，秋

まき性程度が高いことが条件になる）をダイズと同時期

に播種し，マルチ麦が早期に地表面を被覆する．その後，

ダイズが育ち，その葉が群落を覆うまでの間は，雑草，

作物，マルチ麦の 3 者間で干渉作用がおこる．リビング

マルチを技術として使いこなすには，3 者の干渉作用を

生産技術の観点からの目的である「雑草害が発生しない」，

「ダイズが減収しない」ことに向けて制御する必要があ

る．また，雑草防除技術の基本となる除草必要期間の短

縮効果を明らかにすることが不可欠である． 
筆者は，マルチ麦を利用したリビングマルチ栽培をダ

イズ作に導入し，その除草効果の定量化と収量への影響

を明らかにするために，1．ダイズの栽植密度とコムギの

播種量が雑草抑制とダイズ収量に及ぼす影響と，2．除草

必要期間の短縮効果を検討した．以下ではその内容を紹

介する．また，これらの研究で得られた除草必要期間の

知見を活用した 3．ダイズ除草の目標設定等についても

述べる． 
 

  
図１ ダイズのリビングマルチ栽培 

（左）7月中旬のダイズ群落を上部より撮影 

（右）8月上旬のダイズ群落内部：ダイズの葉の奥

に枯れ始めたマルチ麦が見える 

 

１．コムギリビングマルチを用いたダイズ栽

培の栽植密度に関する研究 

 

1）リビングマルチによる雑草の抑制効果 

マルチ麦は雑草だけでなくのダイズの生育も抑制する．

リビングマルチ（以下 LM，ただし表題等は除く）を用

いたダイズ栽培を成立させるには，マルチ麦による被覆

で雑草の生育を一定期間抑えた後に，ダイズ葉の被覆に

よってマルチ麦と雑草を制圧する必要がある．そこで，
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コムギとダイズの栽植密度を変えた栽培試験を行い，早

期にコムギ群落より上位にダイズが葉を展開させるため

に必要な条件を検討した． 
北海道における一般的なダイズ栽培では，播種期は 5
月下旬であり，播種後 60 日から 70 日後の 7月下旬から

8月上旬（開花後 10 日目ごろにあたる）に群落の上部が

完全に被覆され（図 2 対照区），ダイズの群落より草丈

が低い雑草とマルチ麦は生育できなくなる（図 1 右）．

LM 栽培では地表面はマルチ麦（供試品種はホクシン）

によって早期に被覆されるが（図 2 LM 区），ダイズの

生育が抑制されるためダイズによる群落の被覆が完成す

る時期は対照区と大きな差はないと考えられる． 
 

 
図2 ダイズ群落における地表面相対照度の推移 

  ダイズ標植（標準播種量）の場合 

 
作物の葉による群落内の相対照度の低下は，条間が同

じ場合イネ科作物に比べて広葉作物のほうが速やかであ

り，上部に葉が分布するダイズは群落内の相対照度は他

の作物に比べて低いことが報告されている（野口ら， 
1978c）．一方，マルチムギは出穂や節間伸長がおこらな

いため，ダイズの草丈はマルチ麦を上回る．  
ダイズを疎植（10 本～12 本/㎡）にすると LM 区のダ

イズの LAI は小さい（2 以下）のに対し，ダイズを密植

（25 本～28 本）にすると，ダイズの LAI は約 4 となっ

た（辻ら，2005）．このため，ダイズ疎植条件での LM 区

の収穫期の雑草は機械除草を行った慣行区に比べて多い

のに対して，ダイズ密植条件では，LM 区の雑草を慣行

区と同レベルに抑えることができた（図 3）． 
以上の点から，LM 栽培が雑草を抑えるメカニズムは，

雑草とマルチ麦の生育が競合することで，雑草の生育抑

制が早期に始まる点にあると考えられ．最終的に雑草を

抑制するにはダイズの葉による群落の被覆は不可欠であ

る．よって，雑草抑制効果を高めるには，ダイズの栽植

密度を標植以上にし，ダイズの生育や節間伸長を促進し，

ダイズの葉を早期に展開させる必要があるものと考えら

れた（辻ら，2005）．  
 

 
図 3 ダイズの栽植密度とリビングマルチ（LM）がダ

イズ収穫時の雑草乾物重に及ぼす影響（2003年） 

標植・疎植・密植：ダイズの栽植密度（表 1参照） 
慣行：LM無し・機械除草 2回 
LM8：マルチ麦播種量 8g/㎡ 
LM16：マルチ麦播種量 16g/㎡ 
 
表 1 ダイズの栽植密度とリビングマルチ（LM）処理

がダイズの地上部乾物重および粗子実重に及ぼす影響 

 

+，*，**はそれぞれ分散分析により 10％，5%，1%以

下の危険確率で有意差が認められたことを示す 

 

2）リビングマルチ栽培における収量確保の条

件 

ダイズ粗子実重は密植で有意に増収となり，リビング

マルチにより減収した．また，ダイズの粗子実重にはダ

イズの栽植密度と LM 処理との間の交互作用が弱いなが

らも認められ（表 1），ダイズ疎植における LM 処理の減

収が26％から41％であるのに対して，ダイズを密植にす

ることで1％～5％に抑えることができた（辻ら，2005）．

以上の結果から，ダイズの密植は減収の緩和にも有効で

あることが示された．このように，ダイズの栽植密度を

調節することで，雑草，作物，マルチ麦の3者間で干渉
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作用をある程度制御できることを示した． 

 

２．リビングマルチを用いたダイズ栽培の除

草必要期間の短縮効果 

 

北海道の通常のダイズ栽培では 7月下旬から 8月上旬

に地表面からおよそ350㎜の空間の相対照度が10％を下

回る．草丈 350㎜未満の雑草はその後生育できないため，

種子の再生産ができない．ダイズの播種から相対照度が

10％以下になる日数と雑草の草丈が 350㎜に達するのに

要する日数を求めることができれば，ダイズの除草が必

要な期間（除草必要期間）を前者から後者を減じて求め

ることができる．北海道における，慣行のダイズ栽培で

は除草必要期間は播種後約 45 日間である． 
 LM 栽培における除草必要期間を検討するために，北

海道におけるダイズの主要雑草である，スベリヒユ，イ

ヌビエ，オオイヌタデ，イヌホオズキの実生苗を，時期

を変えて圃場に定植し，8 月上旬までの草丈伸長速度を

調査し，LM 栽培と慣行差培における除草必要期間を算

出した．その結果，LM 栽培の草丈の伸長速度は，慣行

栽培の 15％～52％に低下した．相対照度の推移とあわせ

て推定された LM 栽培の除草必要期間は慣行栽培に比べ

てイヌビエで約 15 日，オオイヌタデで約 20 日，イヌホ

オズキでは 35 日短縮された（表 2）． 
 
表 2 リビングマルチによる除草必要期間の短縮 

 
（除草必要期間）＝ 
（相対照度が 10％以下になる作物の播種後日数A）－

（雑草の草丈が高さ C に達するのに要する日数B） 
ただし，高さ C は群落の相対照度が 10%以下に保

たれている地表からの高さで 350㎜とする． 
 
野口ら（1978a；1978b）は，畑作物と雑草の競合につ

いての研究で，オオイヌタデはメヒシバ，カヤツリグサ，

シロザ，スベリヒユ等に比べて生育速度が速く，遮光条

件における主茎長の抑制が小さいことを報告しており，

LM 栽培の主要な畑雑草の除草必要期間に対する短縮効

果は，オオイヌタデ，イヌビエの以上の効果を示すこと

が推測される．よって，北海道におけるダイズ LM 栽培

の除草必要期間は，通常の栽培（約 45 日）に比べて 15
日短い約 30 日と判断した（辻ら，2008）． 
以上のように，マルチ麦を用いた雑草抑制効果を，除

草必要期間によって示すことで，LM 栽培の保全的な栽

培方法として有効性が明らかした．また，効果を定量化

したことにより，LM 栽培の技術としての限界を明確に

することができた．すなわち，LM 栽培を北海道におい

て栽培技術として成立させるには，「播種後 30 日程度は

他の除草手段が必要」なのであり，その除草体系のメリ

ットを慣行の除草体系と比較して示すことができない場

合は，技術の実装は困難である事を示している． 
 

３．除草必要期間を応用したダイズ除草管理

目標の設定 

 

コンバイン収穫を行うダイズ畑では，汚粒対策と雑草

種子を圃場外に持ち出すため拾い草（または種草取り）

を行う．この作業は労働負担が大きいため，事前の除草

により雑草の密度を十分に減らしておく必要がある． 
拾い草の対象となる雑草（要除草雑草）の密度は，除

草必要期間内に発生した（7月10日頃）の雑草の密度に，

その雑草が7月10日以降要除草雑草として生き残る確率

を乗じて求めることが可能である．そして，収穫前の除

草に費やすことが可能な労働時間を設定し，要除草雑草

密度と拾い草に要する労働時間との関係性を示すことが

できれば，「いつまでに」，「雑草の密度」，「いくつに減ら

せばよいか」というダイズ畑における除草の管理目標を

定めることができる（辻，2013）． 
図 4 はダイズ黄熟期から収穫期にかけての要除草雑草

密度と収穫前の拾い除草の時間との関係を示したもので

ある．ダイズの拾い草の除草にかかる時間（y）は，雑草

の抜き取り本数（x 要除草雑草の密度）×面積に比例し，

10a当たりの除草時間（人・時）は，回帰式 y=（86.1x+14.3）
÷60（決定係数 0.84）であらわすことができた（図 4）． 
拾い草の除草時間を 1人・時間/10a 以下に設定すると，

許容できる要除草雑草の密度は約 0.6 本/㎡以下にである

と推定される． 
一方，収穫前の要除草雑草密度（y）は，7月 10 日前

後の雑草密度（z）から y=0.215z-0.037（決定係数 0.64）
の関係で示すことができた（図 5）． 
以上の結果から，除草必要期間が終わる 7月上旬から

中旬に，雑草密度を 3 本/㎡未満とすることが，拾い草の

除草時間を 1人・時間/10a 以内とする際の除草の管理目

標となる． 
このような考え方は，他の栽培技術にも応用可能であ

る．例えばダイズの狭畦栽培は雑草害を抑制すると考え

られているが，狭畦化（条間 30㎝）が，ダイズの葉によ

る相対照度の低下を早める効果と，雑草の草丈伸長を抑

制する効果をそれぞれ評価し，さらに，要除草雑草とし

て生存する確率を評価できれば，技術の効果を定量化す

ることが可能になる．  

ダイズ 除草必要期間
播種時期 草種 　短縮日数
　 イヌホオズキ 34 日
標準期栽培 イヌビエ 14 日
(5月下旬） オオイヌタデ 18 日
　 イヌホオズキ 35 日
晩播栽培 イヌビエ 16 日
(6月上旬） オオイヌタデ 19 日
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図 4 ダイズ畑における要除草雑草密度（黄熟期から

収穫期）と収穫前の拾い除草の時間との関係 

１区面積 48 ㎡～124 ㎡，作業者 1 から 2名で農研機構

内の圃場において実施．除草本数，乾物重は全量調査． 
主な草種はイヌビエ，シロザ，イヌタデ,オオイヌタデ，

ノボロギク，セイヨウタンポポである． 
 

 

図 5 7 月上旬の雑草密度と収穫前の要除草雑草密度

との関係 

 

まとめ 

 

以上のように，カバークロップの効果の一部である，

除草効果と除草必要期間の短縮効果をダイズのリビング

マルチ栽培で定量化した．緑肥作物は，本報告で取り上

げた被覆効果の他に，従来の意味である緑肥（有機態窒

素をはじめとする肥料養分を圃場に供給）効果をはじめ

として，期待される効果によって対抗植物，クリーニン

グクロップ，障壁作物，景観作物等と様々な呼ばれ方で

利用されている．緑肥等の多様な効果の活用方法や，緑

肥作物が本作物と一緒に存在することで，農耕地の表層

空間が複雑化するでもたらされる，作物・空間内の各物

質への影響を解明する試みは，持続的な食糧生産技術の

構築に欠かせないものであり，本研究もその一助として

まいりたい． 
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はじめに 

 
 「家畜排せつ物法」が 1999年に制定・施行されて 20
年以上が経過し，我が国では家畜ふん尿の 9 割が堆肥
などとして利用されている．特に 2008年に肥料原料価
格が世界的に高騰してからは，家畜ふん堆肥中の窒素

やリン酸，加里などの肥効に関する研究が加速され，家

畜ふん堆肥の肥料的な価値が再評価された（加藤直人，

2018）．さらには，2012年や 2019年の肥料取締法の改
正などの追い風もあって，現在では混合堆肥複合肥料

や指定混合肥料など普通肥料に向けた国内で調達可能

な肥料原料としても利用されるようになっている（有

機質資材コンソーシアム，2020）． 
 一方で，家畜ふん尿の堆肥化処理では，アンモニアな

ど悪臭や環境負荷物質の発生が問題とされており，家

畜ふん尿の処理に要するコストや労力をこれ以上負担

できない中で，周辺環境へ配慮した堆肥化処理の高度

化が求められている（畜産環境整備機構，2020）．ヨー
ロッパでは家畜ふん尿の堆肥化処理が日本ほど畜産現

場に浸透していないが，その理由の一つとしてこのア

ンモニア揮散の問題がある．「家畜排せつ物法」の施行

当時には，家畜ふん尿の堆肥化処理に伴うコスト増と

アンモニア揮散への対応について，ヨーロッパの研究

者から鋭い質問を度々受けたことを覚えている

（Amaha and Ichito, 2000）． 
 そこで，当時，農林水産省の委託プロジェクト研究や

民間企業との共同研究等を通じて，堆肥化処理のコス

トや作業負担，堆肥の品質をそれまでと同様に維持・改

善しつつ，堆肥化施設から拡散していたアンモニアを

肥料原料として回収するための吸引通気式堆肥化処理

システムを開発し（阿部ら，2008b），その効果を酪農
現場などで検証した．さらにその開発過程では，アンモ

ニアに加えて堆肥の発酵熱についても実用的に回収で

きる見込みが得られたため，発酵熱の利用についても

研究範囲を広げて検討した（小島と阿部，2011）．現在
では，吸引通気式堆肥化処理システムに限らず他の堆

肥化方法でもこのような資源回収・利用の考え方が広

まっている（川村ら，2016; 小島ら，2019b）．そこで本
稿では，吸引通気式堆肥化処理システムの開発当時を

振りかえりつつ，アンモニアや発酵熱などの資源回収・

利用技術に関する最近の取り組みについてもご紹介し

て，今後に向けた技術展開への期待を述べたい． 
 

吸引通気式堆肥化処理 

 
 吸引通気とは，堆積された堆肥材料の下部から空気

を吸引して堆肥材料の表面から底面に向けて通気する

通気方式であり（図 1），農研機構で開発に着手した当
時，アメリカではすでに下水汚泥の堆肥化処理で悪臭

対策用に普及していた（Epstein et al., 1976）．一方で，
本方式で水分の高い家畜ふん尿を扱う場合，通気配管

が目詰まりしやすい，送風機が腐食しやすい，通気の効

率が悪いなどの理由から，わが国では現実的な処理方

法とは考えられていなかった（阿部ら，2009）．そこで，
パイロットスケールの堆肥化試験で検討を重ねた結果，

堆肥材料の水分調整やかさ密度を適切に管理すれば，

吸引通気式堆肥化処理による家畜ふん尿の資源化に関する研究 

 

阿部 佳之 

 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 中央農業研究センター 

 

要旨 

 家畜ふん尿の堆肥化処理は，厄介者の家畜ふん尿を取り扱い性の良い肥料に変換できる我が国の代表的なリサイクル技術で

あるが，堆肥化過程では悪臭等の成分であるアンモニアが拡散することが課題であった．そこで，吸引通気式堆肥化処理シス

テムを開発して，吸引通気により堆肥の腐熟を促進すると同時にアンモニアを肥料原料として回収できることを実証した．さ

らに，アンモニアばかりか堆肥の発酵熱も回収でき，これを熱源にした温湯を冬期の搾乳牛の飲水として利用すると産乳量が

増加する効果も確認できた．このような資源回収の考え方は他の堆肥化方法にも波及しており，本研究成果が持続的な畜産業

の発展に貢献することが期待できる． 

 

キーワード 

吸引通気式堆肥化処理，家畜ふん尿，資源化，アンモニア，発酵熱 

 

22



吸引通気方式であっても圧送通気方式と同等の堆肥化

処理が可能なことがわかった．吸引通気方式は保温性

等に優れているため，堆肥材料の乾燥はむしろ吸引通

気方式の方が促進されることが明らかとなった（阿部

ら，2003a；阿部ら，2003b）． 
 

 
 また，後述のように，吸引通気方式用のアンモニア回

収装置を開発するとともに，切り返し作業機の改良（阿

部ら，2008a）や吸引通気用の堆肥化施設の床面構造を
発案した．これらの研究成果をもとに，農研機構 那須
塩原事業場の堆肥化施設を吸引通気式方式に改良して

実証試験を行い，従来と同等品質の堆肥を生産しなが

らも，堆肥化過程で揮散するアンモニア濃度を圧送通

気方式の 1/10～1/100に低減できることを確認した（図
2）（阿部ら，2008b）．同じころ，那須塩原事業場の近
隣にある那須塩原市の酪農場（搾乳牛 120 頭規模）に
吸引通気式堆肥化システムの第１号機が導入され，12
年以上を経た現在も酪農家の管理下で稼働を続けてい

る（環境省，2018）． 
 

 

アンモニアの回収と利用 

 
 吸引通気方式における排気中のアンモニア濃度は数

千 ppm から畜種によっては数万 ppm に達し，しかも，
発酵熱で排気温度が 60℃以上に達することもあるため，

家畜ふん尿処理で一般的な生物脱臭法では対応できな

い．そこで，希硫酸やリン酸などを利用した薬液洗浄法

によるアンモニア回収装置を開発した（阿部と福重，

2006）．発酵熱により薬液が温められると，アンモニア
との中和反応速度が 10℃上昇する毎に数倍に高まるた
め（アレニウスの Q10 の法則），アンモニア回収装置
はスプレー塔に導入した排気に薬液を噴霧するだけの

小型でシンプルな構造となった（図 3）．また，排気中
のアンモニアが 1～2万 ppmの高濃度であっても，アン
モニアの回収率は 99%以上と高い能力を示した（阿部
ら，2009）． 
 

 
 アンモニア回収装置からは，pHが 7前後，窒素濃度
が 7%前後の硫酸アンモニウム溶液やリン酸アンモニ
ウム溶液（アンモニア回収液）が発生した．そこで，ア

ンモニア回収液を堆肥化二次発酵の発酵助剤として利

用したところ，堆肥の有機物分解率の改善と無機態窒

素の蓄積がみられ，即効性と緩効性の肥効を兼ね備え

た堆肥を製造できた（宮竹ら，2010a；宮竹ら，2010b）．
また，密閉縦型堆肥化装置で生産した豚ふん堆肥の場

合ではあるが，肥料工場で堆肥を造粒する際にアンモ

ニア回収液を添加して混合堆肥複合肥料を試作し，普

通肥料として登録されている（小島ら，2019b） 
 アンモニア回収液をそのまま窒素液肥として利用す

る取り組みも検討され，水稲の移植時にアンモニア回

収液をペースト状にして側条施肥する方法や（森田ら，

2013），出穂期前に水口から動力を使わずに追肥する方
法などが提案されている（農研機構，2009）． 
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堆肥発酵熱の回収と利用 

 
 堆肥材料から吸引された排気の温度は 50～60℃，相
対湿度はほぼ 100％の状態であり，絶えず吸引されるた
め 1日に発生するエネルギ総量は比較的大きいものの，
各種工場から出される排気に比べると低温であるため，

排気のエクセルギ（取り出せるエネルギ）は小さい（小

島と阿部，2011）．一方で，工場では捨ててしまうよう
な 30℃前後の温湯や温風であっても，畜産では冬期の
家畜の飲水や暖房として利用が見込める．そこで，排気

中の潜熱も回収できるように市販のプレート式熱交換

器を改良し，熱交換器で得られた温湯を牛舎で牛の飲

水として利用するための温湯供給システムを開発した

（小島ら，2014）．このシステムは，牛舎に設置したフ
ロートスイッチ付きの水槽や温湯の貯留タンク，熱交

換器，ポンプ，牛舎と堆肥化施設を結ぶ配管等で構成さ

れる．本システムを導入した前出の那須塩原市の酪農

場で温湯供給能力を調査したところ，10℃以下の原水
の供給量に応じて 30～50℃の温湯が得られた．また，
平均 33℃の温湯であれば日量 15ｔが得られ，120 頭の
搾乳牛が 1日に飲水するのに十分な量であった． 
 

 
 温湯を搾乳牛の冬期の飲水に利用する効果を確認す

るため，那須塩原事業場で温湯の給与試験を行ったと

ころ，搾乳牛の飲水時間や頻度が減った一方で，飲水量

は 9.9％増加し，飼料の摂取量や乳成分は変わらないま
ま乳量は 3.8%増加した（小島ら，2019a）．この増乳効
果は本システムを導入した那須塩原市の別の酪農場で

も確認されている（Kojima et al., 2019）．この効果のメ
カニズムについては引き続き牛の栄養生理分野に踏み

込んだ検討が必要なものの，畜産経営の中で非採算部

門であった堆肥化施設が乳牛の生産性向上に寄与した

結果はたいへん興味深い発見である． 
 発酵熱の夏場の利用に向けては，戻し堆肥を乾燥す

るための温風用の熱源利用のほか（小堤ら，2015），発
酵熱をバイナリ発電等の熱源に利用するチャレンジン

グな検討も行われている（Kojima et al., 2017）． 
 

 

おわりに 

 
 2015 年の国連サミットで 17 の持続可能な開発目標 
（SDGs）が示されてから 5年が経った．今では日本で
もこの目標は広く浸透し，多くの分野で SDGs を意識
した取り組みが始まっている．農業や畜産業も例外で

はなく，先日も近くの酪農家から，地球温暖化の原因と

なる牛のゲップを減らす飼養管理についての技術相談

を受けた．悪臭の苦情対策のように直接的な問題につ

いては過去にも相談を受けたことはあるが，地球温暖

化のような社会的な問題であっても，生産者の周辺環

境に対する関心や責任感が強くなっていることを実感

した一件であった． 
 家畜ふん尿の堆肥化処理は，畜産経営の中で必ずし

も単独で採算が取れる部門ではないが，SDGsとの親和
性が高く，畜産業の持続的な発展の基盤となる資源循

環や耕畜連携のいわばエンジンを担っている．特に，吸

引通気式堆肥化処理システムはアンモニアや発酵熱の

回収・利用を通じて生産性を高められる可能性が示さ

れたことから，農業や畜産業の中で SDGs の具現化と
生産活動を両立するためのツールとして使っていただ

くことを期待したい． 
 幸いにして，最近はまた，堆肥の安全性や高品質化，

あるいは，耕畜連携に基づく自給飼料生産に関わる研

究課題を担当し，牧場や水田の現場で汗をかく機会が

再び増えた．吸引通気式堆肥化処理システムなどこれ

までの研究成果を現在の仕事にも反映しながら，今後

も日本の農業や畜産業の持続的な発展に微力ながら尽

くしていきたい． 
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を賜り謹んでお礼申し上げます．また，ご推薦いただき

ました農業施設学会の川越義則会長をはじめ理事会の

皆様に対しましても厚くお礼申し上げます． 
 本稿でご紹介した内容は，草地試験場時代に伊吹俊

彦氏から研究を引き継ぎご指導いただくとともに，上

司であった伊藤信雄氏，本田善文氏，天羽弘一氏，同僚

であった福重直輝氏，宮竹史仁氏（現帯広畜産大学），

小島陽一郎氏，共同研究者であった（有）岡本製作所，

眞嶋牧場のほか，多くの関係者の皆様のご支援を賜り

ました．関係する皆様に対しまして，改めて厚くお礼申

し上げます． 
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施設環境計測制御の情報基盤の開発と普及 

星 岳彦 
 

近畿大学生物理工学部 

 

要旨 
最小の経済的損失・エネルギ投入で，生産植物から得られる経済的利益を最大化するために，植物生産施設の

環境計測制御が必要である．近代的な植物生産施設の環境制御，および，それを支える環境計測には，人力では

困難な，高頻度・継続的な操作が必要になるためにオートマタの導入が不可欠であり，各設備・機器の挙動を合

目的に複合・統合するための連携・協調も欠かせない．つまり，情報技術と通信技術が大きく貢献し，それらが

うまく機能するプラットフォームとして，情報規格と通信規約の策定が重要である．研究のメインテーマのひと

つである，植物生産施設の環境計測制御システムとその標準化に関する研究の経緯と経過の概略を述べる． 

 

キーワード 
標準化，IoT，自律分散システム，施設園芸，UECS 

 

緒言 

 
日射エネルギでドライブされる容器が，植物生産施設

のプラスチックハウスやガラス温室である．そして，周

囲環境に対し独立でもなく完全依存でもない半閉鎖環境

を創出するシステムであり，かつ，地域気候・気象資源

の価値の増幅装置である．最小の経済的損失・エネルギ

投入で，生産植物から得られる経済的利益を最大化する

ためには，環境計測制御が不可欠である．特に，施設の

設備，導入機器をうまく操作するための，調節・操舵と

呼ぶべき種類の環境制御の成否がカギを握る． 
実現には，人力では困難な，高頻度・継続的な操作が

必要になるためにオートマタの導入が不可欠であり，各

設備・機器の挙動を合目的に複合・統合するための連携・

協調も欠かせない．つまり，N. Wiener 氏の言を俟たずし

て，近代的な植物生産施設の環境制御，および，それを

支える環境計測には，情報技術と通信技術が大きく貢献

する．そして，それらがうまく機能するプラットフォー

ムとして，情報規格と通信規約の策定が重要である． 
大学学部研究室の配属(1981 年)を契機に約 40 年間に

渡り，上に述べた背景から，植物生産施設の環境計測制

御システムとその標準化に関する研究は，私のメインテ

ーマのひとつになっている．だが，多くの失敗を積み重

ね，情報研究進展の平均的速度からすると遅々とした進

捗で，現場レベルの極めて泥臭い応用研究である．スマ

ートとは言えない，その経緯と経過の概略をここに紹介

したい．他山の石とご笑読賜れば幸いである． 

マイコンとパソコンの発展期 

 
シークエンス回路で組まれた園芸施設の複合環境調節

装置がマイコン化されつつある時代であった．マイコン

キットがパソコンに変容する頃，パソコンは学生が簡単

に購入できる金額でなかった．AppleⅡe が自由に使える

という理由だけで，私は大学の園芸環境工学研究室を選

択した．この安易な選択が，私の研究分野を決定づけた． 
 

 
図 1 神奈川県トマト生産者の施設で 1984 年に試験した

PC-8801 用のモニタソフトウェア(初出，星 2018)． 
 
オイルショックから約 10 年，省エネにもなるので，各

種の新・改良複合環境制御アルゴリズムが発表されてい

た．対応して都度いちいちプログラムを組み直すのは効

率が悪いと考えた．そこで，卒業研究では万能なマイコ

ン温室環境計測制御システム(以下，GEMCoS と略す)を
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組み立てた．MPU に 80 系でも 68 系でもない 6502 を使

ったのは AppleⅡ用のアセンブラを使ったためである．

この時考案した，BN 記法で標準化した環境制御アルゴ

リズム記述体系の「制御式」(星・古在 1986)が，情報プ

ラットフォーム研究の初めての成果になった．大学院に

進み，初期型 GEMCoS 製品を平衡型のインターフェース

でパソコン(PC-8801)に接続して，データの記録・解析を

行うモニタソフトウェアも研究した(図 1，Hoshi and 
Kozai 1983)．今の GEMCoS のモニタソフトウェアの元祖

になったと考える．この頃 AI ブームが訪れ，エキスパ

ートステムを中心に各種研究開発をした(星ほか 1990)
が，これらも，実用化・普及には至らなかった． 
 

OOP と SQL，そして DAS へ 

 
コンピュータの性能向上で A.C. Kay 氏ら提唱の

OOP(オブジェクト指向プログラミング)が身近になった． 
SUN のワークステーションで使用できた Smalltalk を使

い，環境計測制御要素をオブジェクトとして標準化した

システムを研究した(星 1992)．これを，Java Beans でソ

フトウェア部品化し，オブジェクト標準化を試みた(図2，
星 1999)．しかし，Prolog の現状と同じく，純粋なオブ

ジェクト指向処理系は衰退し，施設生産現場に導入可能

な程の操作性等の性能向上ができなくなり，断念した． 
 

 
図 2 メニューの環境計測制御要素を D&D して環境計測制

御システムを構成できるオブジェクト部品化プロトタイ
プシステム(星 1999)． 

 
GEMCoS の価格は，日本の施設生産現場へ導入するに

はまだ高価だった．先進的施設化推進のための GEMCoS
導入の補助金政策が終了し，生産現場への普及は伸び悩

んだ．ピーク時には 20 社近くあった国内の製造・販売会

社の撤退が相次いだ．マーケットの成長を確信し，パイ

の独占を目指しつつ，各社独自の規格で営業を行ってき

た．これが裏目に出て，撤退会社製の既設システムの保

守・代替も困難な状況になってきた．日本施設園芸協会

の支援を受けてコンソーシアムを形成し，各社の

GEMCoS を仮想的な SQL サーバーに見立てて標準化す

る情報プラットフォームを提案・実用化した(図 3，星ほ

か 1999)．しかし，失われた 20 年と呼ばれた不況の中で

各社の財務的余力がなく，対応製品の販売は 1 社のみに

留まり，普及はしなかった． 
 

 
図 3 環境計測制御システム標準化コンソーシアムのホー

ムページ(1999 年当時)． 
 

Amdahl の法則の呪いが解け，コンピュータネットワー

クや分散オブジェクト技術の発達で DAS(自律分散シス

テム)によるソリューションが農業でも検討できる時代

になった．バックボーンになる分散ネットワークのプロ

トコルには，FA 用の Field Bus や DeviceNet，自動車と農

機に使われている CAN BUS，東芝も IC チップを製造し

た森ビルの空調システムで有名な LonWorks などがあっ

た．生分解性プラスチック原料バイオマス生産用のサツ

マイモ種苗工場開発プロジェクトに参画させて頂き，環

境計測制御を含む生産システムを担当した．通信プロト

コルは空調で実績のある LonWorks を採用した．セルト

レイを単位として自律分散要素を標準化し，生産種苗に

「満足度」というポテンシャル関数系を定義して，合目

的に協調するシステムを研究した(Hoshi et al. 2000)．類似

性質のセルトレイ群が，満足度と施設環境のゆらぎに合

わせてコロニー(群落)を自律的に形成し，生産性の高い

生態系の創出が観察され，興味深い結果が得られた．た

だ，スポンサーの方針変更で，実用化には至らなかった． 
亀岡孝治先生の提唱された生物情報交換(BIX)標準化

技術の植物生産サブセットである BIX-pp の研究もこの

時期に実施した(http://bix-pp.info/)．植物生産に関する植

物・環境・経済などの全情報を，名前空間を使って XML
で記述し，オブジェクト化した(星ほか 2003)．応用研究

開発が数件なされ，現在進展している農業用の情報基盤

開発でも参考にされたが，結局は普及しなかった．現状

では，CSV 形式の標準化で充足しているからであろう． 
 

UECS の誕生と普及 

 
1999 年にピークを迎えた日本の施設園芸面積の減少

傾向が顕著になり，国産の GEMCoS の製造・販売状況も
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絶滅間近という状況になった．大規模施設生産者から，

「国産の GEMCoS は大きな施設では使い物にならない」

と言われ，視察に訪れた外国研究者からは，「GEMCoS
の日本の学術研究は最先端レベルだが，現場は最低レベ

ルなのはなぜか」と訊かれた．90 年代に GEMCoS を導

入したアーリーアダプターの生産者は梯子を外された形

になり，コンピュータを使わない変温制御装置に戻って

しまうことも多々あった．この危機的状況を何とかしな

いと，私の研究フィールドが消滅し，日本の GEMCoS
は農業博物館で見るものになってしまうと恐れた． 
坂村健氏の TRON，M. Weiser 氏の Ubiquitous computing

の考えに触れ，分散遍在するのがコンピュータの将来の

姿で，DAS をベースにしたものになると思った．このよ

うな中で考えたのがユビキタス環境制御システム

(UECS)である(Hoshi et al. 2004)．日本の植物生産施設の

約半分は無暖房であり，GEMCoS のような高度環境制御

装置の導入面積は 2%未満だった．重装備施設から換気

窓開閉だけが巧みにできれば良い施設まで，広く使って

もらうには機能毎に部品化し，しかも，低コストにしな

くてはならない．まず，通信規約は IEEE803 系，電文は

XML を採用しようと考えた．今では IoT が当たり前だが，

センサーベースシステムにインターネットを使えるか，

未知数の時代だった．実用化のプロジェクトで研究コン

ソーシアムの技術者からは，反対が相次いだ．ここで妥

協せずに進めることができたのは，これまでの失敗の経

験からの影響が大きい．情報プラットフォームで失敗し

ないためには，(1)最新技術を使ってはいけない，(2)ルー

ルを厳密にし過ぎない，が大切と思う．つまり，生き残

りが確実化した枯れた技術の実装と，変化を受容する柔

軟(いいかげん)性の具備である． 
 

 
図 4 旧野菜茶業研究所低コストハウスの UECS 実証試験

の様子(2005 年頃)．インターネット用各種機器・アプ

リで管理・記録が可能． 
 

2005年にUECSの実証試験を愛知県武豊の旧野菜茶業

研究所低コストハウスで実施した (図 4)．規約の合意だ

けで各組織が別個に試作した機器を設置すると，相互に

通信しつつ自律分散協調してトマトハウスをうまく環境

制御するのを確かめ，また，見学者からの感想を拝聴し，

普及への期待が膨らんだ．しかし，そうは進まなかった． 
調節・操舵と呼ぶべき環境制御の主体は，ソフトウェ

アである．情報プラットフォームは，ハードウェア(機器)
の存在を弱め，ソフトウェアだけで競争する世界を創り

出す．これは，製造・販売会社のシステム販売戦略に大

きな改革を迫る．製品が出始めた UECS だが，UECS 対

応機器の価格はあまり低下しなかった．公的支援事業で

の採用は増えたが，施設生産者が自費導入することは少

なかった．このような状態が 7～8 年続いた． 
転機が訪れたのは，オープンソースハードウェアとい

う汎用 MPU 基板の普及である．教育・IoT 用に Raspberry 
Pi，Arduino，ESP32 等の多種の基板が安価に誰でも手に

入るようになった．そこで，UECS 研究会のメンバーで，

対応 UECS ライブラリ(UECS Pi，UARDECS)の開発を共

同して行い，オープン化した．UECS に対応する環境計

測ユニットや GEMCoS アダプタの自作・キット製作・製

品購入を可能にした(星ほか 2016, Hoshi et al. 2018)．低コ

スト UECS の実証プロジェクトにおいて，地域と作目に

合わせ，低コスト UECS を使用した GEMCoS による CO2

施用，飽差制御等を導入した 3 年間の実証試験を 6 県の

生産者施設で実施した．その結果，日本で多数を占める

10～20 a 程度の中規模施設に導入して経済性があること

を確認した(表 1，https://smart.uecs.org/)．導入メリットが

明らかになり，自作を含めて自費導入する施設生産者が

増えており，書籍・雑誌(星 2018～2021 など)に執筆する

機会が増えている．トップ 2%弱のものだった GEMCoS
の導入の裾野が広がり，低コスト UECS で施設環境計測

制御の情報基盤技術の普及可能性が高まったと考える． 
 
表 1 低コスト UECS 導入の経済性(千円/10a)*2． 

b. CO2・

燃料費

c. スマー
ト化運用
経費

d. スマート
化減価償
却費(7年)

イチゴ 山口県 961 934

トマト 埼玉県 420 175
キュウリ 宮崎県 964 71 43 192 659
スイートピー 岡山県 1,436 △73 766

*2 http://www.naro.affrc.go.jp/laboratory/brain/h27kakushin/chiiki/
    yasai_kaki/result-3-10.html より引用

47*1

245

743

*1 イチゴ(山口県)のスマート化に伴う減価償却費は3年で償却。

作物
地域戦略
実証地

a. 農業粗収
益の増減

スマート化コスト
経済性

a-
(b+c+d)

 

結言 
 
より低コストで段階的導入が可能になったUECSプラ

ットフォームにより，さらに軽装備・小規模な既存植物

生産施設でも，リフォームによるスマート化への関心が

高まっている．放棄施設の増加に歯止めがかかると期待

する．研究開発と政策が連携して施設植物生産のスマー

ト化を推進した結果，日本の植物生産施設の設置実面積

が下げ止まる様相を示している(図 5)．低コスト UECS
が実用化した 2015 年頃から，UECS の普及による施設リ

ニューアル等で，後継者や新規参入者が増えたこともそ

28



の一助になったのではと考えている． 
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図 5 日本の植物生産施設の設置実面積と推移予測 (星 

2021)． 
 
植物工場を極とする施設植物生産は，物質生産束密度

極大，エントロピ極小を善とする理念で研究開発されて

いる．実際は，このような強い散逸構造を追求しつづけ

ることは持続的ではない．これを支える情報プラットフ

ォームの活用・普及も理念だけでは難しい．もし，手段

であるプラットフォームが必要な目的アプリケーション

を具体的にイメージできないと，手段が目的化し，シェ

ア拡大，体系洗練化，定義厳密化に走ってしまう．現場

に近い研究開発者から手が離れたプラットフォームが発

展せずに消滅していくのは，理念が実際に勝利してしま

ったと，失敗経験から，私は考えるようになった． 
獣やヒトが滅多に通らない場所に，舗装道路が突然整

備された．無理して使うようにしたが，インセンティブ

の労力と予算が尽きて，結局，廃れてしまう．その一方

で，必要から獣道ができ，ヒトもやがて使い始め，踏跡

が広がりしっかりした道になる．ついに，交通頻度が増

して街道になり，支道ができ，立派になっていく．これ

が望ましいプラットフォームの在り方でないだろうか． 
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圃場機械の振動低減化ならびに作業精度向上に関する研究 

―農用ゴム履帯走行部の振動特性ならびに振動加速度の 6自由度成分独立計測法に

関する研究― 

 

井上 英⼆ 
 

九州⼤学⼤学院農学研究院 福岡市⻄区元岡 744 
 
要旨 

 本研究は，農用ゴム履帯車両の振動特性は履帯走行装置の設計要素となる転輪配置の良否により大きく異なる．

本研究は履帯車両の振動低減化を目的に履帯車両の動的 3 次元モデルを構築し，転輪配置の良否を判定し得る振

動予測シミュレーション手法を提案した．更に，車両の振動特性を精度良く把握するため，従来の振動計測法の問

題点を解決・拡張し，12個の加速度計配置による振動加速度の 6自由度成分独立計測法を新たに提案している． 

 

キーワード 

農用ゴム履帯走行部，振動特性，6自由度加速度成分独立計測，力学モデル，転輪配置， 

 

緒言 

農業機械の走行装置は，車輪式と履帯式とに大別される．

耕うん・整地から施肥・管理作業まで広く用いられるトラ

クタにおいては，操作性の面から大部分が車輪式を採用し

ているに対して，収穫機械であるコンバインではゴム履帯

式が広く普及している．特に，我が国独自の水稲収穫用作

業機として開発された自脱コンバインでは開発初号機か

らゴム履帯が使用され（江崎 1986），現在では小型2条刈

から大型機までの全機種で採用されている．ゴム履帯走行

部は，車輪式と比較して接地圧が小さく，軟弱地において

優れた機動性・牽引力を発揮する．また，鉄製履帯と比較

して，軽量で走行時の騒音が小さく，舗装道路への負担が

少ないといった利点を有する．このような利点から近年で

は，車輪式が一般的であったトラクタにおいても後輪ゴム

タイヤに代わりゴム履帯走行装置を採用したハーフトラ

クタと呼ばれる機種が登場し，普及してきている．この間，

ゴム履帯の耐久性については著しく向上し，対象とする圃

場によりラグパターンも定形化しつつある．しかしながら，

走行速度が高速化の傾向にある農業機械において，ゴム履

帯走行部に起因する機体振動は大きく，特にアスファルト

等の剛性路面走行時においては顕著であり，その低減化が

求められている．図 1(上)に示すように，ゴム履帯走行部

は，ゴム履帯，駆動スプロケット，転輪および遊動輪によ

り構成されている．ゴム履帯は，芯金，ラグ，芯体中心を

通るスチールコードより構成され(図1下)，ラグ(芯金)ピ

ッチ間における履帯の圧縮強度は断面形状及び構成要素

により，芯金・ラグ部と芯金間中央部とで異なる．したが

って，転輪がゴム履帯面上を走行する時の転輪荷重による

履帯の圧縮変位量は芯金ピッチ間各点で大小異なること

が判る．つまり，ゴム履帯－転輪間の力学特性がラグピッ

チで周期的に変化する．転輪はトラックフレームに直接支

持され，スプリング等の弾性体は用いられておらず，ラグ・

芯金間で圧縮強度が周期的に変化する履帯上面を走行す

るため，転輪配置の良否は機体の振動に大きな影響を及ぼ

すことになる． 

芯金ピッチ

芯金
スチールコード

転輪転輪

スチールコード

ラグ(芯金)ピッチ

芯金

転輪遊動輪

駆動スプロケット

ラグ

ラグ
ピッチ

図1 ゴム履帯走行部とゴム履帯と転輪の接地状態 
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上記の背景から，本研究ではゴム履帯－転輪間の力学特

性を明らかにし，転輪配置の違いによる農用ゴム履帯車両

の振動特性を予測し得る動的3次元モデルを構築し，転輪

配置の良否を判定し得る振動予測シミュレーション手法

を提案した．更に，予測値と実測値との比較・検証に際し

て，車両の振動特性を精度良く把握するため，従来の振動

計測法の問題点を解決・拡張し，12個の加速度計配置によ

る振動加速度の6自由度成分独立計測法を新たに提案した． 

 

農用ゴム履帯走行部の振動特性の予測解析 

ゴム履の動ばね定数と粘性減衰係数の測定 

 図2に実験装置の概略図，表1に実験に供試した農用ゴ

ム履帯の諸元を示す．ゴム履帯の上下方向のばね特性は，

履帯面上を走行する転輪の上下方向の圧縮作用による前

後方向の履帯の張力変動によって影響を受ける．但し，通

常は，履帯が上下圧縮により前後の引張りを受ける場合，

芯体中心にあるスチールコードの伸びに依存し，その絶対

値は微少であると考えられる．そこで実験ではまず初期張

力を与えず，スチールコードを前後方向で固定した。枠に

装着したゴム履帯本体を加振台に固定し，正弦波振動を加

える。その時の2つの転輪の荷重Pを転輪本体上面に取付

けたロードセルによって測定する。また，ゴム履帯の鉛直

方向の圧縮変位は，加振台上面に設置した変位計で測定す

る。本実験でのゴム動的粘弾性の計測法ではある位相法は，

この荷重と変位の位相角を測定するものである。一方，本

測定での荷重Pと1つの転輪当りの動ばね定数kと粘性減

衰係数 cの関係は次式で表せられる． 

𝐏
"
= 𝑘𝐱 + 𝑐𝐱̇   (1) 

  𝑘 = |𝐏 "⁄ |
|𝐱|

cos 𝛾   (2) 

  𝑐 = |𝐏 "⁄ |
|𝐱|

&
'
sin 𝛾   (3) 

ここで，P：2つの転輪の動荷重ベクトル（N），𝐱：ゴム履

帯の鉛直方向の圧縮変位ベクトル（m），𝛾：角変位（rad）
および𝜔：加振角速度（rad/sec）である．測定条件として，

加振周波数を3Hz，6Hz，9Hz，12Hzの4種類，加振振幅を

0.5mm，加振台セット時の転輪に加えた静荷重を150kgfと

した．転輪は復輪タイプの転輪径120mmを試作して使用し

た．測定点は履帯芯金ピッチ間 84mm を 7mm 間隔に等分割

した12ヵ所で行った． 

ゴム履帯の動ばね定数と粘性減衰係数の測定結果 

 測定して得られた動ばね定数と粘性減衰係数は,履帯芯

金ピッチ間における有限固(12 点)の離散的なデータであ

るから,これらの点と点の間を滑らかな曲線で結ぶために

3次のスプライン補間を行った．図3にゴム履帯の各周波

における履帯芯金(ラグ)ピッチ間での動ばね定数，粘性減

衰係数の測定結果を示す．動ばね定数(図3上)，粘性減衰

係数(図3下)ともに芯金(ラグ)部(0 mm，84 mm)で最も高

い値を示し，芯金ピッチ中央部に近づくにつれて低くなる．

また，加振周波数が高くなるに従い，動ばね定数は全体的

に大きくなる一方で，粘性減衰係数は逆に減少し，さらに，

最大値(芯金・ラグ部)と最小値(芯金・ラグ間中央)との差

も小さくなり，12 Hz においては芯金ピッチ間各点でほぼ

同一の値となる．履帯上面を走行する転輪の履帯に与える

動荷重の周波数は，1 秒間に転輪が通過する履帯芯金ピッ

チ数に等しい．つまり,この周波数は,走行速度によって異な

ることから，ゴム履帯の動的特性は走行速度により変化す

ることが判る．以上の実験結果から考察すると，ゴム履帯

の動的性質は，走行速度の増加に伴い，柔らかいばね定数

を持つ粘弾性体から硬いばね定数を持つ弾性体へと移行

すると考えられる． 

 
農用ゴム履帯の力学モデルと運動方程式 

 動ばね定数と粘性減衰係数は,履帯芯金ピッチ間で変化

するため,転輪が履帯面上を走行する場合,各々の値は周

期的に変化する。このことから,走行中の動ばね定数と粘

図3 ゴム履帯の動ばね定数と粘性減衰係数 

ロードセル

変位計
スチールコード

P

図2 ゴム履帯の動的粘弾性計測装置 
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性減衰係数は,時間tの関数によって表されることになる。

そこで,これらのパラメータを用いて外乱要素となる路面

の凹凸がない剛性水平路面走行時の農用ゴム履帯走行部

の動的 3 次元モデルを考えることにより,転輪・縢帯間の

動的相互作用の影響による機体の動的運行特性を予測し

得る運動方程式の導出を行うことにする．図4に左右履帯

ラグの位相が任意である場合の動的 3 次元モデルを示す． 

本モデルより，機体の上下，ピッチングおよびローリング

に関する運動方程式はそれぞれ次式のように導出される． 

 𝑀𝑧̈ + ∑ (𝐹() + 𝐹*))+
),& = 𝑀𝑔  (4) 

 𝐼-𝜙̈ + ∑ 𝑙)(𝐹() + 𝐹*))+
),& = 0  (5) 

 𝐼.𝜓̈ + ∑ (𝐿(𝐹() − 𝐿*𝐹*))+
),& = 0 (6) 

ここで，𝑧:上下変位，𝜙:ピッチ角変位，𝜓:ロール角変位，

𝑔:重力加速度，𝐼.:ロール慣性モーメント，𝐼-:ピッチ慣性

モーメント，𝑀:機体質量，𝑙& = 𝐿/，𝑙) = 𝐿/ − 𝐿)である． 

また，𝐹()，𝐹*)はそれぞれ左右転輪荷重であり，次式のVoigt
モデルで表現される． 

𝐹() = 𝑘()(𝑡)(𝑧 + 𝑙)𝜙 + 𝐿(𝜓) + 𝑐()(𝑡)>𝑧̇ + 𝑙)𝜙̇ + 𝐿(𝜓̇?(7) 
𝐹*) = 𝑘*)(𝑡)(𝑧 + 𝑙)𝜙 − 𝐿*𝜓) + 𝑐*)(𝑡)>𝑧̇ + 𝑙)𝜙̇ − 𝐿*𝜓̇?(8) 
ここで，𝑘()(𝑡)，𝑘*)(𝑡)および𝑐()(𝑡)，𝑐*)(𝑡)はそれぞれ左右

第𝑖転輪直下のゴム履帯の動ばね定数，粘性減衰係数である．

さらに，ゴム履帯の動ばね定数，粘性減衰係数は，動的粘

弾性の測定で得られた結果（図 3）より，芯金・ラグ間の

各点で異なることから芯金・ラグ間を周期とするフーリエ

級数で表される．例として，動ばね定数は次式となる． 

𝑘()(𝑡) =
0!
"
+∑ A𝑎1 cos 𝑗(2𝜋𝑓𝑡 + 𝛼)

2 "⁄ 3&
1,&   

+𝑏1 sin 𝑗(2𝜋𝑓𝑡 + 𝛼) +
0" #⁄

"
cos2

"
(2𝜋𝑓𝑡 + 𝛼) (9) 

ここで，𝑎1，𝑏1：フーリエ展開係数，𝑓：ラグ通過周波数（1

秒間に転輪が通過するゴム履帯のラグピッチ数）である． 

 

 

 

6 自由度成分独立計測法に基づく農用ゴム履帯

走行部の振動加速度の測定 

加速度の6自由度成分独立計測法 

 車両の振動には前後,左右,上下の3種類の慣性主軸に平

行な並進振動と,ピッチ,ロール,ヨーと呼ばれる慣性主軸

回りの 3 つの回転振動が存在するが,これら 6 つの振動を

独立に且つ正確に測定する手段は車両振動を論ずる上で

非常に重要である．剛体に取り付けられた重心位置にない

加速度変換器は,剛体が運動するとき,その並進成分と回

転成分を感知し,応答している。したがって,加速度変換器

の加速度成分は並進加速度と回転加速度に分割できる。い

ま,i個の単軸加速度計を使用した場合,j番目の加速度計に

よる計測値は小野ら 8)9)により次のように表されている。 

 𝛼1 = >𝜶𝑮 ∙ 𝐞1? + >𝛚̇ × 𝐫1 ∙ 𝐞1?	 
        +>𝛚× >𝛚× 𝐫1? ∙ 𝐞1?    (10) 
ただし，座標系は原点を剛体の重心位置とし，3 軸方向を

慣性主軸にとる． 

ここで，𝜶𝑮：重心位置での並進加速度ベクトル，𝛚：回転

角速度ベクトル，𝛚̇：回転角加速度ベクトル，𝐫1：j番目加

速度計の取付けの位置ベクトル，𝐞1：j番目加速度計の取付

け方向ベクトルである．加速度計測での未知量は式(10)に
示す𝜶𝑮，𝛚，𝛚̇の各 3軸で 9 成分であるが，𝛚，𝛚̇は従属

関係にあることから未知数は6となり，これら6成分を計

測するためには6個の加速度計による計測が必要十分な条

件となる．しかし，6個の加速度計で計測される加速度は,

加速度信号を数値積分により算出した角速度からなる非

線形項を含むため，加速度にノイズが生じた場合,積分の

際にドリフトが生じ,正確な加速度を求めることができな

い．そこで，小野ら(1978)は9個の加速度計による計測法

を提案しているが，並進成分を算出する際に計算式の分母

が零になる恐れがあり,この場合には補正値を導入する必

要がある．これらの問題を解決するため，12個の加速度計

を用いる計測法を提案した（井上ら1993）． 

各加速度計の配置と配置の条件を下記にそれぞれ示す． 

 X1: (ℎ!", ℎ!#, ℎ!$)，X2: (ℎ%", ℎ%#, ℎ%$)，X3: (ℎ&", ℎ&#, ℎ&$)， 

 X4: (ℎ'", ℎ'#, ℎ'$)，Y1: (𝑚!", 𝑚!#, 𝑚!$)，Y2: (𝑚%", 𝑚%#, 𝑚%$)， 

 Y3: (𝑚&", 𝑚&#, 𝑚&$)，Y4: (𝑚'", 𝑚'#, 𝑚'$)，Z1: (𝑛!", 𝑛!#, 𝑛!$)， 

 Z2: (𝑛%", 𝑛%#, 𝑛%$)，Z3: (𝑛&", 𝑛&#, 𝑛&$)，Z4: (𝑛'", 𝑛'#, 𝑛'$), 

ただし， 

 ℎ&. = ℎ". = ℎ5., ℎ&- = ℎ5- = ℎ6-，ℎ&7 = ℎ"7 = ℎ67，
𝑚&. = 𝑚". = 𝑚6.，𝑚&- = 𝑚"- = 𝑚5-， 

 𝑚&7 = 𝑚57 = 𝑚67，𝑛&. = 𝑛5. = 𝑛6.， 

 𝑛&- = 𝑛"- = 𝑛6-，𝑛&7 = 𝑛"7 = 𝑛57 
各加速度計に上記の座標を代入して展開すると，X，Y，Z
方向の各加速度計の値を求める12元連立方程式が得られ，

最終的に次式にて 6 自由度の加速度が独立に求められる． 

 𝛼8. = X1 + ℎ&7
9&395
ℎ"

+ ℎ&-
9&39"
ℎ&

+ ℎ&.
9&396
ℎ:

    (11) 

 𝛼8- = Y1 +𝑚&.
;&3;5
ℎ6

+𝑚&7
;&3;"
ℎ5

+𝑚&-
;&3;6
ℎ<

 (12) 
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図4 農用ゴム履帯車両の動的3次元モデル 
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 𝛼87 = Z1 + 𝑛&-
=&3=5
ℎ>

+ 𝑛&.
=&3="
ℎ?

+ 𝑛&7
=&3=6
ℎ@

   (13) 

 𝜔̇. =
&
"
V;&3;"

ℎ5
− =&3=5

ℎ>
W          (14) 

 𝜔̇- =
&
"
V− 9&395

ℎ"
− =&3="

ℎ?
W          (15) 

 𝜔̇7 =
&
"
V9&39"

ℎ&
− ;&A=5

ℎ6
W          (16) 

ここで，𝛼8.,	𝛼8-,	𝛼87 は前後，左右，上下加速度，

𝜔̇.,	𝜔̇.,	𝜔̇. はロール，ピッチ，ヨー角加速度であり，X1
～Z4:図5で配置した各加速度計の測定値である．また， 

 ℎ1 = ℎ". − ℎ&.，ℎ2 = ℎ57 − ℎ&7，ℎ3 = 𝑚"7 −𝑚&7， 

 ℎ4 = 𝑚5. −𝑚&.，ℎ5 = 𝑛". − 𝑛&.，ℎ6 = 𝑛5- − 𝑛&-， 

 ℎ7 = ℎ6. − ℎ&.，ℎ8 = 𝑚6- −𝑚&-，ℎ9 = 𝑛67 − 𝑛&7， 

である． 

 

農用ゴム履帯走行部の振動加速度の計測実験 

 実験装置(図 5)は，2 条刈りコンバインの刈取り部と脱

穀部を取り外し，走行部を改造した実験装置本体と計測装

置から構成され，転輪配置を変更可能な構造にして履帯走

行部の振動特性を計測できるようにしたものである．供試

機はディーゼルエンジンを搭載していたが，エンジン回転

の高周波振動が外乱要素としてゴム履帯走行部の低周波

振動波形に加わるため，可変モータに変更している．実験

は，表1に示す3つの転輪配置で，履帯芯金・ラグ通過周

波数(1秒間に転輪が通過する履帯芯金・ラグ数)が,2 Hz,4 
Hz,6 Hzになる0.168 m/s,0.336 m/s,0.504 m/sの3種類で行

った． 

結果及び摘要 

 図 6 に走行速度 0.504 m/s での3 つの転輪配置における

機体のピッチ角加速度の実測値と解析値との比較を示す． 
実測値と解析値の絶対値には差があるものの，ピッチ角加

速度は配置2で最も高く，配置1と配置3では差は少ない

が配置1で最小値となり，最も振動が低くなる結果が両者

で一致した.つまり，提案されたシミュレーション手法は

ゴム履帯走行部の振動特性予測の有効な手段であり，特性

予測の有効な手段であり，振動低減のための転輪配置決定

用設計支援ソフトとして実用性が高いことが認められた． 
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図5 12個加速度計の配置と供試ゴム履帯車両 

第1転輪 第4転輪第3転輪第2転輪

210mm
(2.5ピッチ)
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(2.75ピッチ)
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表1 転輪配置の実験条件 

0

2

4

6

8

10

12

配置1 配置2 配置3Arrangement 1 Arrangement 2 Arrangement 3転輪配置1転輪配置2転輪配置3

ピ
ッ
チ
角
加
速
度

( r
ad

/s
2 
)

解析値

実測値

図6 ピッチ角加速度の実測値と解析値との比較 

33



カルマンフィルタによる逆解析法の開発と農業水利施設の保全管理への
応用 

村上 章 
 

京都大学 理事・副学長 

 

要旨 

 カルマンフィルタによる先駆的な逆解析法を開発し，ダムやため池など土構造物から成る農業水利施設の保全

管理に応用した．同手法はその後，コンピュータの計算能力向上と相俟って非線形問題に対する研究が展開し，

今日でいう「データ同化」の有力な手段の一つとして位置づけられている．その応用範囲は広く，農業工学はも

ちろん，地盤工学，構造工学，機械工学，気象学など理工学の関連分野にも大きな波及効果をもたらした．この

業績の成果は農林水産省の農村振興事業のみならず，神戸空港人工島の長期沈下予測や掘削の段階施工を初めと

する多くの社会基盤施設建設事業において，観測施工の実務に用いられている． 

 

キーワード 

カルマンフィルタ，逆解析，農業水利施設，データ同化，観測施工 

 

緒言 

 
 ダムやため池などの土構造物から成る農業水利施設で

は，河川堤防などの社会基盤施設と同様に，現地で採取

した土試料を用いた室内試験により使用する材料の設計

値を決定する．それらの値を用いて，有限要素法による

数値シミュレーションを行い、土構造物が将来にわたり

どのような挙動を示すか，豪雨や地震によりどの程度の

被害を受けるかについて把握したうえで，当該構造物の

設計を行う． 
設計に基づいて土構造物を施工した後は計器を用いた

挙動観測を行うが，設計時のシミュレーションの予測と

実際の挙動が時間の経過とともに乖離することがある．

これは有限要素シミュレーションにおける初期条件，境

界条件、用いた材料定数の設定に修正すべき点があった

ことによる．そこで，観測値を有限要素シミュレーショ

ンに取り込み，合理的に諸条件の修正を図って設計時の

数値シミュレーションを再計算することで将来予測の精

度を向上させて管理に供することが行われる．この観測

値と数値シミュレーションとの融合を「逆解析」と呼ぶ．

受賞者は 1980年代の初めに，アポロ計画の飛翔体制御に

用いられたカルマンフィルタを逆解析に導入することを

提案し，最小二乗法など他の手法に比べてその優位性を

見出した（Murakami and Hasegawa, 1985; 村上・長谷川, 
1987）． 
現象を説明する有限要素法によるシミュレーションで

は，微分方程式を所与の初期条件，境界条件のもとで数

値的に解く．このように物理的な因果律に従って解かれ

る問題を順問題と呼び，順問題の解の一部に対応する観

測値を用いて，順問題のうち未知となっている入力の一

部を求めるのが逆問題である．先に述べた「逆解析」は

逆問題を数値的に解くことを指す．順問題は一意な解が

存在する（数学的に「適切」である）が，対応する逆問

題ではしばしば非適切となる．例えば，観測値の数が未

知数の数より少ない場合などがそれにあたるが，この逆

解析を可能とするには何らかの適切化が必要となり，理

工学の分野では研究が活発に進められている．カルマン

フィルタには適切化項が含まれており，非適切な逆問題

でも対処することができる．その利点によりこの方法は，

非線形カルマンフィルタの発展と相俟って，いわゆる「デ

ータ同化」の有力な手段の一つと位置づけられる．その

研究成果は，逆解析やシステム同定に関する多くの論文

や国内外の教科書的書物，学会ハンドブックに引用され，

国際的にも高く評価されている．また，農業農村工学，

農業環境工学，地盤工学，土木工学，機械工学など関連

する種々の分野にも著しい波及効果を与えた（村上，

2000; 村上ら，2002）． 
以下では，カルマンフィルタによる逆解析法の特徴に

ついて説明し，実用上の問題（神戸空港人工島の沈下管

理）に用いられた事例を紹介する． 
 

カルマンフィルタによる逆解析法 
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 カルマンフィルタは，R.E. Kalman によって 1960年代
に提唱された制御理論であり，誤差を含む観測値から

時々刻々変化する量を推定する．飛翔体の軌道制御に有

用であることが明らかになり，アメリカ航空宇宙局によ

るアポロ計画で用いられた． 
 受賞者は，カルマンフィルタがその目的関数に適切

化項を含むことに着目し、工学における多くの順問題に

対する数値解析法として広く用いられる有限要素法と結

びつけること（カルマンフィルタ有限要素法）により、

農業水利施設のみならず広範な対象の地盤工学の実際問

題に適用可能となる新しい逆解析法を 1980 年代半ばに

提案した（Murakami and Hasegawa, 1985; 村上・長谷川, 
1987）． 
カルマンフィルタによる逆解析の定式化について，受

賞者は以下の 3 つの類型に分けられることを提案した． 
1) 同定（逆解析）状態変数 xt：同定すべきパラメータ

を充てる 
状態式 未知数である材料定数が時間について一定で

あることを記述する． 

      ・・・・・・・・・・・・・・（1） 

 ここに，I は単位行列である． 
観測式 数値シミュレーションモデルの書き換え 

      ・・・・・・・・・・・・・（2） 

ただし，ht は観測値と求めたい変数の関係を示す関

数であり，シミュレーションモデルからの書き換え方

によるが，多くの場合非線形関数となる． 
2) 推定（観測値を考慮した一時刻先予測） 
状態式 一つ前の時刻の状態から，次の時刻の値を求

める（有限要素法）． 

      ・・・・・・・・・・・・（3） 

ここに，Ftは有限要素法の剛性行列，utは載荷・除荷
などに伴う外力項． 
観測式 どこで何を観測するかを記述する．下の例で

は観測値が 2 つあり，最初の観測値は 2番目の状態変

数を，2番目の観測値は観測行列第 2 行の成分「1」が

出現する位置の状態変数を，それぞれ観測することを

表す． 

      ・・・（4） 

3) 同定・推定（同定と推定の同時遂行） 
状態式 「推定」の状態変数に，未知パラメータを付

加する． 

      ・・・・・・・・・・・（5） 

  有限要素剛性行列に未知数である材料定数が含まれ

るため，2)のように状態変数の時間遷移を行列では表

すことができない．そこで，ft のように状態変数の時

間推移を非線形関数として示している． 
観測式 どこで何を観測するかを記述する． 
観測成分が s個あれば，観測行列は s 行から成り，

観測する状態変数の位置にだけ成分「1」が入る． 

     ・・・（6） 

数値シミュレーションに有限要素法を用いる場合，以

上の類型のいずれかに基づいて，カルマンフィルタ有限

要素法による逆解析が実行される．類型 3)が今日でいう

「データ同化」の原形に相当する． 
施工中の観測値を入力とした逆解析により不確定な材

料定数や初期条件・境界条件を設定し直し，その値を用

いて精度を高めた将来予測を行い，観測以降の施工に反

映させることが実用に結びついている．特にカルマンフ

ィルタによる方法は，ある時点までに得られた観測値を

再現（内挿）する材料定数や初期条件・境界条件を同定

し，同定値を用いたシミュレーションにより未だ観測の

得られていない将来において予測（外挿）される値とそ

の尤度（尤もらしさ）が同時に得られることにその特徴

がある．図 1 にその概念を示す． 
元来のカルマンフィルタは状態式と観測式が線形で表

される線形フィルタであり，状態式と観測式のいずれか，

あるいは両方が非線形の場合は，テーラー展開により線

形化する拡張カルマンフィルタが用いられた．2000年代
に至り，アンサンブルカルマンフィルタや粒子フィルタ

といった非線形カルマンフィルタが出現し，計算機の性

能向上と相俟って「データ同化」として大きく進展して

今日に至っている． 
 

実際の応用例（神戸空港人工島の沈下管理） 

提案法を実用に用いた例として，神戸空港人工島の沈

下管理を対象に，地盤改良後に変化した材料定数の同定

とモデル外挿による将来挙動予測を示す．神戸空港（面

積約 3,000 m×1,300 m）は大規模な埋立地盤を造成して

建設された海上空港である．埋立地盤の荷重によって海

底地盤が長期間にわたって沈下することが予想される．

この状態を事前に予測する目的で，精度の高い長期の地

盤沈下予測を実現するための手段として，非線形カルマ

ンフィルタによる逆解析を実施した． 
図 2 には神戸空港の平面図を示す．この事例では，図

2 に赤線で示す断面が検討対象断面であり、図 3 にその

断面図を示す（図 3左方向が図 2 の下方向に対応する）．

この埋立工事において，海底地盤上部に軟弱な粘土層が

存在し，地盤改良が施された．しかし，改良後の地盤材

料定数値が不明であり，その値を同定して有限要素モデ

ルの外挿により将来の沈下予測を試みた事例である． 
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図1 カルマンフィルタによる逆解析の概念 

図2 神戸空港人工島の平面図 

図3 神戸空港人工島の対象断面 
図 3 の対象断面において，赤枠で示した「3BC-2」と

「KC-5」では現在に至るまで地表面の沈下量が測定され

ている． 
図 4 には埋立によって発生した鉛直荷重の経時変化を

示し，このような載荷履歴を考慮して有限要素解析を実

施した．観測点において計測された沈下量を利用して，

埋立開始から 456 日までの観測データを利用して非線形

カルマンフィルタによる逆解析を実施した。図 5 に地盤

材料定数（圧縮指数 λ、透水係数 k）の同定経過を示す。

地盤改良効果は、施工後の観測とともに現れる同定値の

変化に見ることができる。最終的な同定値は λ=0.492, 
k=0.087 (m/s)として得られ、地盤改良による変化は圧縮

性に現れ、透水性には大きく影響しないことが分かる． 

図4 埋立による載荷履歴（H12.6.11～） 

 以上のように，埋立開始から 456 日間の観測値により

同定した地盤材料定数の値を新たな設計定数に設定し直

し，以降の長期挙動予測を試みた（有限要素モデルの外

挿）結果を図 6 に示す．沈下量の計算結果は 5,000 日以

上の長期にわたって観測値をよく表しており，特に最終

沈下量は非常に良い精度で予測可能であった．この結果

は，長期の地盤沈下予測において，初期の沈下過程に逆

解析を実施することが，非常に効果的であることを示す 
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図5 パラメータ同定値の変化 

(a) 観測点 3BC-2 

(b) 観測点KC-5 
図6 観測点における地盤地下量の観測値と計算結果 

実用的な成果となった．この長期予測値は現在，神戸市

の神戸空港人工島挙動管理値に用いられている． 
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人口減少下の農山漁村集落の存続・再生 

広田 純一 
 

NPO法人いわて地域づくり支援センター（岩手大学名誉教授） 

 

要旨 

  本格的人口減少時代を迎えた農山漁村では，コミュニティの根幹であった集落の維持が困難となり，一方で

は頻発する大規模な自然災害が全国で集落の存続を脅かしている。そのような状況にあって筆者は，東日本大震

災の震災復興をきっかけとして，定住者とその地域に関わりや関心を持つ非定住者でつくるコミュニティのこと

を「拡大コミュニティ」と呼んで、災害被災地のみならず，人口減少地域全般における集落の存続のあり方とし

て注目してきた。本研究では、被災地内外に見られる「拡大コミュニティ」の類型化を試みるとともに、拡大コ

ミュニティの構造と機能，そして持続性について検討を行った。 
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緒言 

 大規模な自然災害では，被災地の出身者がいち早く支

援の手を差し伸べ，特に初期の段階で大きな力となった

ことが知られている（山崎ら，2013）。また，ボランティ

ア活動を通じて被災地に関心を寄せる人たちが飛躍的に

増えたことも承知の通りである。そして、こうした支援

活動を通して築かれた被災地との関係が、一時的な支援

から恒常的な支援・交流に展開する例も見られる。すな

わち、被災コミュニティと当該地域に関心を持つ非定住

者とが、被災地の復興という共通の目標の下に、一つの

コミュニティを形成しつつあるということである。 
 筆者は、居住者とその地域に関わりや関心を持つ非居

住者でつくるコミュニティのことを「拡大コミュニティ」

と呼んで、震災復興の一つのあり方として注目してきた

（中山間地フォーラム，2012；広田，2015）。しかし，こ

うしたコミュニティは，実は被災地に限らず，人口減少

と少子高齢化によって脆弱化している農山漁村地域―こ

れまでは盤石と見られていた強固な地縁型コミュニティ

－でも一般的に見られるようになってきている。 
 本研究では、震災被災地内外に見られる「拡大コミュ

ニティ」の類型化を試みるとともに、「拡大コミュニティ」

の構造と機能を整理し，さらに、拡大コミュニティの持

続性について考察を加えた。。 

１．拡大コミュニティの類型 

(1) 転出血縁者（他出子世帯） 

 就職や結婚等で実家を離れた子世帯（出身者）が、地

元に残った親世帯を支えたり、親に代わって集落活動に

参加したりするケースである。各地の農山漁村で普遍的

に見られる形態である。実家を離れると言っても、近隣

の都市に居住する場合も多く、日常的に実家との往来が

あるのが特徴である。 

 非居住者の参加の程度は、草刈りなどの共同作業に出

るだけのレベルから、地域の集会に参加して地域の意思

決定に関わるレベルまで、様々なバリエーションがあり

うる。その際、非居住者が「家の代表」と見られている

か、さらに、自治組織の中で役を与えられているかが、

参加の程度を判断する一つの材料となる。 

(2) 転出地縁者（同郷・同窓団体等） 

 同じく就職や結婚等で地域を離れた出身者が，出身地

のために，個人として，あるいは団体・グループで，労

力や金銭，情報等を提供して支援するケースである。 

 個人としての支援は，地域での祭やイベント，施設等

の建設に寄付したり，労力を提供することで，祭や伝統

芸能の手伝いなど，かなり一般的に見ることができる。 

 団体・グループによる支援では，同郷団体と同窓団体

が一般的である。同郷団体は、出身地を同じくする者同

士が親睦や相互扶助を目的に結成される任意団体である。

県単位、旧藩・郡単位、市町村単位、あるいは大字・集

落単位などの例がある（鯵坂，2005）。 

 他方、同窓団体は、同じ出身校の卒業生が、親睦や母

校・現役生の支援を目的に結成する任意団体である。一

般に、会長を置き、会費を徴収し、総会の開催、会誌の
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発行、母校・現役生の支援などを行う。組織としての同

窓会がなくても、学年ごと、クラスごとに活発な活動を

行っているグループもあり、定期的に懇親会や旅行会を

継続しているケースも少なくない。 

 こうした同郷団体や同窓団体は、普段は単なる親睦団

体であっても、故郷の非常時には大きな力を発揮する。 

【事例１】釜石応援団 ARAMAGI Heart 

 釜石市出身者（中心は若者）が立ち上げた釜石の復興

を支援する団体である（釜石応援団，2016）。東京で毎年

「釜石応援サミット」を開催しているほか、釜石市内で

は、節分の日に地元寺院で津波からの避難訓練を兼ねた

催し「韋駄天競争」を主催している。 

設立の趣旨の中で，「 釜石人には2種類います。釜石

に住んでいるひと、そうでないひと。 釜石にゆかりがあ

り釜石を思いつつも釜石に住んでいない『そうでないひ

と』は世界中にいます。 今回、釜石を溺愛してやまない 

『そうでないひと』 たちで、『釜石応援団』を結成いた

しました。『釜石応援団』はこの輪を大きくしていき、色々

な面で『釜石』を応援していきます。」と述べられていて，

本応援団は『そうでないひと』による，まさに拡大コミ

ュニティの結成であった。 

【事例２】沖縄県竹富郷友会 

 竹富島は沖縄県八重山諸島にある珊瑚礁の小島で、世

帯数が 165 戸、人口が 361 人（2012 年の調査時点）、全

域が西表石垣国立公園に指定され、集落は重要伝統的建

造物群保存地区に選定されている。竹富島には郷友会（き

ょうゆうかい）と呼ばれる同郷団体が3つある。石垣竹

富郷友会、沖縄竹富郷友会（約 2,000 人／2006 年）（前

野，2001），東京竹富郷友会（正会員299人、ファン会員

69人：2010年）（筆者が2012年 9月に行った元竹富公民

館長からのヒアリングによる）である。当初は出身者の

親睦と相互扶助を目的としたようだが、次第に親島の支

援を行うになってきたという（竹富町，2016）。 

 現在の郷友会の最も重要な活動は，島の伝統行事であ

る種子取祭（たねどりさい）への奉納団の派遣である。

種子取祭は農耕儀礼と奉納芸能から成る祭事で、国の重

要無形文化財にも指定されている。祭に当たっては会場

の設営や片付け等の仕事が細かく地元住民に割り振られ

るが，地元住民だけでは人手が不足するといい、これを

補っているのが郷友会メンバーである。また，奉納芸能

の36の演目のうち10は出身者（郷友会）が担当してい

るほか，毎回の運営資金（300 万円）の 8 割は郷友会員

を中心とする参加者からの寄付で賄われている。 

 (3) 地域間交流 

 (1)が血縁者，(2)が地縁者による地域支援であるのに

対し，非血縁・非地縁者の交流者による地域支援のパタ

ーンである。特定の地域同士の交流は，自治体同士の姉

妹都市交流をはじめ，地域や民間レベルで多数の事例あ

る。２地域間の交流のほかに，スポーツや文化など様々

なテーマで結びついた複数地域間の交流もある。 

 拡大コミュニティの視点では，メンバーが特定され、

お互いの地域の情報が共有され、両者の共同的な取り組

みがあり、メンバー間に一体感・帰属感があることが重

要である。前述の同郷団体や同窓団体と同じく，普段は

懇親的な活動を中心としているが，災害時など，いざと

いう時には強力な力を発揮するのが特徴である。 

【事例３】岩手県浮田地区と崎浜地区との農漁村交流 

 浮田地区は岩手県内陸部の農村地域，崎浜地区は沿岸

部の漁村地域である。両地域の住民組織である浮田コミ

ュニティ会議と崎浜公益会は，震災前の2008年に浮田・

崎浜地域振興協議会を立ち上げ、農村と漁村の交流をス

タートさせた。事務局として、NPO 法人いわて地域づく

り支援センターが加わっている。 

 こうした両地区の交流に大きな変化をもたらしたのが

東日本大震災である。崎浜地区では、死者・行方不明が

10 名、家屋流出が 50 世帯を数え、海沿いの地区中心部

にあった農協事務所、商店、ガソリンスタンドなどがす

べて流された。まだ道路の通行が難しかった震災4日後

の3月15日に、早くも浮田地区のコミュニティ会議の会

長が軽トラに食料を詰んで駆けつけた。「自衛隊より早く

浮田が来た」（崎浜公益会役員）のである。震災を契機に

両地区の関係はさらに深まり，事業も多様化していった。 

 (4) 居住者・非居住者合同の地域活動組織 

 血縁者，地縁者，既存の交流者以外にも，その土地の

歴史・文化や自然に関心を持つ人，たまたま観光で訪れ

て気に入った人，そして地域の課題解決を支援する人，

とりわけ震災ボランティアなど，当該地域に関心を持つ

人は少なからずいる。ただし，多くの場合は，地域住民

との関わりが薄かったり，持てなかったりして，単なる

関心者に留まってしまっているのが一般的である。 

 この限界を打破し，地域と関心者と恒常的な関係を構

築して，地域支援につなげている例，とくに自然災害の

ボランティアをきっかけした事例が見られる。これらの

ケースに共通するのは，居住者と非居住者が合同で地域

活動組織を立ち上げていることである。 

【事例４】新潟県長岡市山古志木籠ふるさと会 

 2004年の中越地震では、当時の山古志村（現在は長岡

市）木籠集落では、河川の氾濫や土石流によって，全世

帯が長岡市内の仮設住宅に集団避難した。3年後の2007

年に帰村を果たしたのは震災前の 24 世帯（67 人）のう

ち 14 世帯（32 人）に留まった。その結果、年中行事や

集落の維持管理等を集落住民のみで行うことが難しくな

り，当時の区長の呼びかけで，集落を離れた人や集落外

の木籠ファンも加えて、2008年 7月に「山古志木籠集落

準区民の会」が立ち上がった。さらに，2010年 5月には，

準区民の会を発展的に解消して，「山古志木籠ふるさと

会」が設立された。会員は、2014年時点で約150人であ

る。帰村時の集落人口が14世帯、32人だから，その約4

倍の非居住会員が加わったわけである。非居住会員の多

くは車で１時間以内の同じ新潟県在住者である。活動内
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容は、農作業、道普請、年中行事、体験イベント（ホタ

ル鑑賞、山歩き、かかしづくり、どぶろくづくり等）等、

多岐にわたり，農作業シーズンの5～10月には毎月2～3

回、オフシーズンの11～4月にも毎月1回の活動が行わ

れている。活動費は年会費の２千円と，震災後に創設さ

れた交流直売施設の売り上げの一部から捻出している。

（以上，筆者現地調査2019，および同会HPによる） 

(5) 地元ファンクラブ 

 地域外の非居住者を対象とした会員制度である。ふる

さと会員、特別村民、○○ファンといった名称がつけら

れている。自治体や地域団体が地元ファンを作るために

立ち上げるのが一般的であり、当該地域から会員への定

期的な地域情報の提供や、地域での交流会の開催等が行

われている。会員は当該地域の出身でない場合が一般的

だが、出身者も含めて会員としているケースもある。事

務局は地域側の自治体や団体が担当し、会員自らが発意

して集会を開いたり、活動したりすることは基本的には

ない。会員は事務局を通じて個々に地域とつながってい

るのみである。 

【事例５】高知県馬路村の特別村民制度 

 高知県馬路村（822人：2015年国勢調査）では、2003

年から特別村民制度をスタートさせ、2016年 2月末現在

で9,795人が特別村民登録をしている。実に村の総人口

の12倍である。大半は村の出身者ではないという。登録

者は全国47都道府県に及び、国外からも33カ国、84人

の特別村民がいる。国内で特別村民が一番多いのは高知

県の1,865人、次いで東京都が1,694人、以下、大阪府

784 人、兵庫県 583 人、香川県 536 人、神奈川県 507 人

と続く。特別村民の特典は、村長と一緒に村長室で「ご

っくん馬路村」というゆずジュースを飲めるだけだが、

そのユーモアやオリジナルの会員証が人気を呼んで、実

際に馬路村に来村した人も1,386人に達する。（2016年 3

月29日時点）。（以上，筆者現地調査（2016年）による） 

２．拡大コミュニティの構造と機能 

(1) 核となる地域の空間的範囲 

 地域コミュニティが、その空間的範囲に従って、集落

～大字（藩政村）～旧町村（明治町村）～昭和市町村～

平成市町（広域都市圏）と階層的に区分できるように、

拡大コミュニティも、同様の空間的範囲を想定すること

ができる。 

(2) コミュニティとして満たすべき要件 

 拡大コミュニティが「コミュニティ」であるためには、

一般的な「コミュニティ」が満たすべき条件を備えてい

ることが必要となる。アメリカの社会学者，マッキーヴ

ァーが提唱した概念を援用すれば１６），コミュニティとは

「一定の地理的範域に居住し、共属感情をもつ人々の集

合体を指す」というもので、「地域性」と「共同性」の２

つが要件となる。 

 拡大コミュニティが、マッキーヴァーの定義と大きく

異なるのが、地域性に関する部分である。「一定の地理的

範域に居住し」という条件を欠いているのである。しか

し、交通や通信環境が飛躍的に発達した現代にあっては、

コミュニティの「地域性」に関する解釈を拡大する必要

があるように思う。すなわち、「一定の地理的範域に居住

し」なくても、①コミュニティの一員であることが特定

され、②地域に関する情報が共有されて、③地域の運営

や資源管理に参加できる仕組みが確保されていれば、そ

うした成員によって構成される関係性は「コミュニティ」

と呼べるのではないかということである。 

 他方，「共属感情をもつ人々の集合体」であるかどうか

を判別するには、①メンバーの特定，②共通の目的の存

在（親睦や情報共有なども含む)，③共同の活動の存在の

3つが重要なポイントとなる。 

３．拡大コミュニティの持続性 

 我が国の地域コミュニティ、とりわけ農村コミュニテ

ィの特質として、きわめて長期にわたって存続してきた

ことが挙げられる。拡大コミュニティを論ずる場合にも、

その持続性を問題としなければならない。 

 (1) 転出血縁者（他出子世帯） 

 このタイプでは、地域外に住む子世帯が、親世帯に代

わって、どれだけ持続的に地域活動や地域運営にかかっ

ていけるかが持続性を左右する。具体的には，①親子関

係が良好であり、かつ②近隣に在住する子世帯が主な成

員となり、さらに③地域内で制度化された役割を与えら

れる場合に、一定の持続性が期待できる。 

 ただし，そもそも地域に居住する親世帯が亡くなって

しまえば，地域と転出血縁者との関係は切れてしまうの

で，その意味で元々持続的とは言えない面がある。 

(2) 転出地縁者（同郷・同窓団体等） 

 同郷団体および同窓会による拡大コミュニティの持続

性に関わる要因として考えられるのは3つある。 

 第1は、会そのものの持続性である。一般的に、ある

組織が持続的であるためには、少なくとも、①組織自体

が明文化された規約を持ち、そこで会員資格、組織の役

員と選任方法、活動内容、経費の調達等が定められてい

ること、②規定に沿って実質的な運営活動が行われてい

ることが必要である。つまり、形式的には組織があって、

実質的にも活動がなされていることが条件となる。 

 大半の同郷団体や同窓会は、最低限の持続性は満たし

ていると言ってよい。会員の高齢化や活動のマンネリ化

が、どの団体でも課題とされているが、今回の東日本大

震災がいみじくも示したように、地元が困難な状況に陥

った場合は、非常に大きな役割を発揮する。 

 第2は、会と地元（地域）との関係の持続性である。

幸い，同郷団体の場合は「同郷」という関係性，同窓団

体の場合は「同窓」という関係性があり，関係そのもの

は生涯切れることはない。 

(3) 地域間交流 
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 地域間交流による拡大コミュニティが、前述の(1)と

(2)と決定的に異なるのは、地域の出身者でない主体が関

わるということである。地域間交流は、意図的に働きか

けない限り、自然発生的には生まれないし、かつ一定の

努力がなければ、その継続もできない。交流が継続する

ためには必要な条件は，①それぞれの地域自体の持続性 

（人口減少と少子高齢化の著しい地域では、中長期的に

は存続が危ぶまれる事態も想定される）， ②組織と運営

（交流を一過性の事業とはせず持続的にするには、何ら

かの組織が必要であり，継続的に活動を行うための計画

と財源が最低限必要となる）。 

 (4) 合同の地域活動組織 

 居住者と非居住者が合同で設立・運営する地域組織に

おいて、その持続性に関わる要因として考えられるのは、

主に次の2つである。 

 ①非居住者の地域組織への参加の持続性：非居住者は、

居住者と違って、地域内に家や土地や墓などがあるわけ

ではない。したがって、何らかの事情で参加の意思をな

くしたり、家や仕事の都合で参加が難しくなれば、いつ

でも地域組織から抜けることがありうる。 

 また、非居住者には、（居住者とは違って）地域の運営

に関わる血縁の跡継ぎがいるわけではない。したがって、

世代を超えた参加の継承は一般的には望めない。これに

対しては，地域活動組織が絶えず新たな人材を補給でき

る仕組みがあれば、ある程度はカバーすることができる。 

 ②組織と運営：前項の「地域間交流」で述べた組織と

運営の問題は，この場合にも当てはまる。つまり、合同

の地域活動組織を持続させるには、自由意思を持って地

域に関わる非居住・関心者を、当該地域に留め、かつ絶

えず新たな非居住者を加えるような、組織と運営が必要

ということである。 

(5) 地元ファンクラブ 

 このケースでは、制度を運営する地域側と制度を利用

する地域ファン側の双方の持続性が問題となる。地元フ

ァンクラブを運営するのは、一般的には地方自治体や地

域団体である。地元ファンが相当数いて、それなりの反

応（地元への励ましや訪問など）があれば、存続のモチ

ベーションになるだろう。逆に、地元ファンが増えず、

これといった反応がなければ、制度の存続は次第に難し

くなるだろう。他方，地域ファンにとっては，地域（住

民）とのより深い関係性が築けるかどうかが定着を大き

く左右する。これは本人自身の努力ももちろんだが，運

営側がいかに地域（住民）との交流の機会を作れるかに

もかかっている。 

 

結言 

 拡大コミュニティの形成は、災害被災地に限った課題

ではなく、今後ますます全国的に、都市・農村を問わず

に重要な意味をもつと考えられる。ただし，それが従来

の地域コミュニティのように持続的であるかどうかは，

組織と運営の如何にかかっている。とりわけ事務局機能

の充実は喫緊の課題である。 
 しかし，これも現在の居住者だけが担う必要がないこ

とは先進的な事例を見ても明らかである。激しい人口減

少と高齢化によって，従来の地縁型コミュニティが急速

に衰退している現状を考えれば，既存集落の居住者以外

による事務局機能の補填は当然の流れとして認識してい

くべきであろう。 
 拡大コミュニティに関しては、非居住者を含めた拡大

コミュニティーによる地域資源管理や地域運営のあり方

について、さらに考察を進める必要があるが、さらなる

事例の収集と分析も含めて、今後の課題としたい。 
 最後に，本研究の問題意識が明確になったのは，岩手

大学三陸復興推進機構の地域コミュニティ再建支援班の

活動を通じてである。また，農村計画学会の大震災特別

委員会のメンバーを中心に立ち上げた文部科学省科学研

究費「連携と持続に着目した東日本大震災の農村復興に

関する総合的農村計画研究」では多くの議論の機会を与

えていただき，拡大コミュニティ論を深化させることが

できた。さらに，ひょうご震災祈念 21 世紀研究機構が主

催する復興研究会（五百旗頭真座長）では，東日本大震

災を多面的に検証する場に参加させていただき，自己の

研究を客観的に俯瞰する視点を得ることができた。これ

らの実践・研究チームのメンバーに心より感謝申し上げ

る次第である。 
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日本農業工学会賞受賞者 

 

（2014 年度 ～ 2021 年度） 

 

 

日本農業工学会賞 2014（第 1回） 

   受賞者     受賞業績 

白井 清恒  灌漑方法の理論的研究 

中川 昭一郎    学会の国内外における地位の確立 

田淵 俊雄    土壌、水、窒素の動態研究 

橋本  康    国際学術振興を目指して 

木谷  収    農業工学の国際化 

中野 政詩    土壌中の物質移動に関する研究 

真木 太一    農業環境工学の研究 

町田 武美    農業情報化に関する研究 

 

 

日本農業工学会賞 2015（第 2回） 

受賞者  受賞業績 

古在 豊樹 閉鎖型植物生産システムに関する研究 

後藤 隆志 水田耕うん整地用機械の高速化に関する研究 

田中 忠次 土構造物の構造安定解析の研究 

橋口 公一 固体の非可逆力学現象の支配法則：下負荷面モデルの提案 

野口 伸  生物環境情報とロボットによる食料生産システムに関する研究 

 

 

日本農業工学会賞 2016（第 3回） 

受賞者  受賞業績 

玉浦 裕  太陽エネルギー利用による生態工学システム 

安永 円理子 安全・安心の消費者志向を考慮したプレ・ポストハーベスト技術 

鈴木 義則 地形気象ならびに都市熱対策に関する研究 

干場 信司 家畜生産システムの総合的評価に関する研究 

永木 正和 農業経済学と情報学のリンクした領域を拓く 

近藤 直  マニピュレータ、マシンビジョンを有する農業ロボット 

青山 咸康 農業水利構造物の地震時挙動の解析と耐震性評価に関する研究 
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日本農業工学会賞 2017（第 4回） 

受賞者  受賞業績 

竹内 俊郎 閉鎖生態系循環式魚類飼育システムの構築 

吉田 敏  植物生産システムにおける制御環境下の根機能 

早川 誠而 大気中の熱・物質輸送と農業気象災害に関する研究 

小松崎 将一 カバークロップを利用した農作業システムに関する研究 

佐竹 隆顕 生物生産・流通プロセスの高度化に関する研究 

岸田 義典 日本・世界の開発途上国の農業機械化の促進 

川村 周三 米の収穫後プロセスにおける品質食味向上技術の開発 

中 達雄  農業水利システムの性能照査型設計手法の開発 

千賀 裕太郎 地域資源としての水・土地の特性解明と利用計画手法の構築 

 

 

日本農業工学会賞 2018（第 5回） 

受賞者  受賞業績 

野並 浩  細胞膨圧計測に伴うソフトイオン化細胞分子計測の開発 

原薗 芳信 各種生態系における温室効果ガス収支の観測と収支評価 

田島 淳  環境保全型農作業システム構築のための局所耕うん栽培技術の開発 

中野 和弘 ハウス栽培篤農家のノウハウ抽出に関する研究 

亀岡 孝治 農作物・農産物のマルチ分光計測に関する研究 

酒井 憲司 カオス理論農学応用の為の頑健カオス解析法 

増本 隆夫 流域規模の農地水利用と自然・人為的水循環変化に関する研究 

星野 敏  グロ－バル化時代に対応した新たな農村コミュニティ計画論の確立 

 

 

日本農業工学会賞 2019（第 6回） 

受賞者  受賞業績 

木部 勢至朗 閉鎖生態系生命維持技術を用いた宇宙居住系技術の研究 

後藤 英司 植物工場における植物の生育制御に関する研究 

小林 和彦 大気環境変化が農業に及ぼす影響の圃場実験による解明 

宮崎 昌宏 傾斜地果樹園における機械化作業体系に関する研究 

奥島 里美 園芸施設内部の気流と環境制御に関する研究 

大政 謙次 植物機能リモートセンシングと空間情報解析に関する先駆的研究 

渡邉 紹裕 農業用水管理と地域環境の関係に関する研究 
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日本農業工学会賞 2020（第 7回） 

受賞者  受賞業績 

船田 良  木質バイオマスの形成制御機構に関する研究 

田中 道男 洋ランのクローン苗生産に関する先駆的技術の開発 

小沢 聖  作物反応を活用した環境制御技術の開発 

荒木 肇  カバークロップによる農耕地環境改善と作物生産性向上に関する研究 

古野 伸典 積雪寒冷地域における施設園芸の環境制御と強靱化に関する研究 

平藤 雅之 農業における IoT,ビッグデータ、AI の研究 

飯田 訓久 コンバインの自動化・ロボット化・情報化に関する研究 

久保 成隆 開水路用排水路系における流れの解析と制御に関する研究 

 

 

 

 

日本農業工学会賞 2021（第 8回） 

受賞者  受賞業績 

皆川 秀夫 耕畜連携による循環型農業システムの構築 

伊藤 博通 Speaking Plant Approach による植物の生育制御に関する研究 

北宅 善昭 根域ガス環境の植物影響及びその制御 

辻 博之  北海道におけるリビングマルチを用いたダイズの保全的栽培に関する研究 

阿部 佳之 吸引通気式堆肥化処理による家畜ふん尿の資源化に関する研究 

星 岳彦  施設環境計測制御の情報基盤の開発と普及 

井上 英二 圃場機械の振動低減化ならびに作業精度向上に関する研究 

村上 章  カルマンフィルタによる逆解析法の開発と農業水利施設の保全管理への応用 

広田 純一 人口減少下の農山漁村集落の存続・再生 
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日本農業工学会フェロー受賞者 

 

（平成 11 年度～2021 年度）（合計 384 名） 

受賞年度（受賞者数）（総会報告年月日） 

 

平成 11 年度（19 名） 

平成 12年 5月 19日 

岡本 嗣男 

角屋  睦 

木谷  収 

久保 七郎 

古在 豊樹 

佐野 文彦 

白井 清恒 

白石 英彦 

須藤 清次 

世良田和寛 

田渕 俊雄 

茶谷  仁 

中川昭一郎 

中村 良太 

橋本  康 

前川 孝昭 

真木 太一 

安富 六郎 

和田 完司 

 

平成 12 年度（11 名）  

平成 13年 5月 18日  

近藤 次郎 

塩谷 哲夫 

庄司 英信 

杉  二郎 

鈴木 義則 

中村 武夫 

行方 文吾 

野口 正三(辞退) 

林  弘宣 

八幡 敏雄 

福田 仁志 

 

平成 13 年度（11 名）  

平成 14年 5月 17日 

相賀 一郎 

遠藤織太郎 

緒形 博之 

菊岡 武男(辞退) 

久保 祐雄 

沢田 敏男 

高倉  直 

藤川 武信(辞退) 

古谷  将(辞退) 

松田 良一 

山本  茂 

  

平成 14 年度（11 名）  

平成 15年 5月 16日 

上森 千秋 

岩崎 和巳 

岸上 定男 

田中 宏平 

田中弥寿男 

長野 敏英 

中山 敬一 

新田 慶治 

細川  明 

山澤 新吾 

米村 純一 

 

平成 15 年度（11 名）  

平成 16年 5月 14日 

不破敬一郎 

高井 宗宏 

町田 武美 

渡部 一郎 

川村  登 

堂腰  純 

清水 邦夫(辞退) 

白滝 山二 

長  智男(辞退) 

藤田 則之 

山本 光男 

  

平成 16 年度（45 名）  

平成 17年 5月 13日 

矢吹 萬壽 

有馬  博 

高辻 正基 

獅山 慈孝 

蔵田 憲次 

松井  健 

宮山平八郎 

坂上  務 

羽生 寿郎 

三原 義秋 

藍  房和 

田中  孝 

前田 耕一(辞退) 

増田 正三 

三箇山正雄 

山下 律也 

石光 研二 

小出  進 

長﨑  明 

市村 一男 

村瀬治比古 

関谷 光博 

中原 通夫 

穴瀬  真 

松下  玄 

徳永 光一 

河野  洋 

渡辺  潔 

石川  明 

田中礼次郎 

篠邉 三郎 

河原田禮次郎 

中村  充 

井上 自然 

佐藤 晃三(辞退) 

難波 直彦(辞退) 

岩田 進午 

野村 安治 

土崎 哲男 

岸本良次郎 

鈴木 光剛 

湯川 清光 

中川  稔 

浅原 辰夫 

中島 哲生 

 

平成 17 年度（50 名）  

平成 18年 5月 12日  

堀部 和雄 

大島 泰郎 

大矢 晴彦 

須藤 隆一 

高桑 栄松 

都留 信也 

筑紫 二郎 

内嶋善兵衛 

内島 立郎 

小元 敬男 

吉野 正敏 

小中 俊雄 

坂井  純 

並河  清 

村田  敏 

森嶋  博 

立花 一雄 

海老澤 勲 

相原 良安 

内海 修一 

今尾 昭夫 

長堀 金造 

梅田 安治 

戸原 義男 

村上 康蔵 

細山田健三 

酒井 信一 

近森 邦英 

浅井喜代治 

須藤良太郎 

四方田 穆 

内藤 克美 

吉田 昭治 

南   信弘 

丸山 利輔 

鈴木  敬 

佐藤 晃一 

大根 義男 

仲野 良紀 

岡本 雅美 

谷山 重孝 

翁長 謙良 

江崎  要 

黒田 正治 
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長谷川高士 

北村貞太郎 

川尻裕一郎 

冨田 正彦 

豊田  勝 

坂井 直樹 

 

平成 18 年度（19 名）  

平成 19年 5月 11日 

松岡 孝尚 

橋口 公一 

今井  勝 

上村 賢治 

山崎  稔 

長島 守正 

速水 昭彦 

多田  敦(辞退) 

矢橋 晨吾 

藤井 弘章 

高山 昌照 

笹野 伸治 

松田  豊 

澁谷勤治郎 

河野  広 

中野 政詩 

飯本 光雄 

永田 雅輝 

岸田 義典 

 

平成 19 年度（5名）  

平成 20 年 5月 9日 

堀口 郁夫 

谷  信輝 

西山 喜雄 

上野 久儀 

原   道宏 

 

平成 20 年度（12 名）  

平成 21年 5月 22日 

堀尾  尚志 

森泉  昭治 

岸田  恭充 

泊      功 

瀬尾  康久 

笹尾    彰 

市川  友彦 

伊藤  和彦 

佐藤  洋平 

山本    敏 

仁科  弘重 

矢澤    進 

 

平成 21 年度（19 名）  

平成 22年 5月 13日 

高山  真策 

松山  正彦 

高田  吉治 

石川  文武 

小池  正之 

唐橋    需 

石橋  憲一 

岡    太郎 

海田  能宏 

辻    厚志 

藤居  宏一 

藤澤    和 

福桜  盛一 

矢野  友久 

高橋    強 

大政  謙次  

花形  将司 

米川  智司 

駒村  正治 

 

平成 22 年度（14 名）  

平成 23年 9月 12日 

林    真紀夫 

早川  誠而 

中司    敬  

伊藤  信孝 

梅田  幹雄 

園部  和彦 

真勢    徹 

田中  雅史 

松田  誠祐 

堤      聰  

中野  俊郎 

常松    哲 

桑原  孝雄 

長澤  徹明 

 

平成 23 年度（14 名）  

平成 24年 5月 15日 

位田  晴久 

清野    豁 

瀧川  具弘 

喜多    毅  

澁澤    栄 

保坂  幸男 

三野    徹  

今井  敏行 

杉山  博信 

田中  忠次 

青山  咸康 

有田  博之 

竹内  俊郎 

奥島  里美 

 

平成 24 年度（16 名）  

平成 25年 5月 14日 

田中  道男 

野並    浩 

青木  正敏 

小林    恭 

大下  誠一 

行本    修 

相良  泰行 

中野  芳輔 

宜保  清一 

宮崎    毅 

河地  利彦 

小前  隆美 

森      健 

千賀裕太郎 

平藤  雅之 

木部勢至朗 

 

平成 25 年度（13 名）  

平成 26年 5月 13日 

石川 勝美 

北野 雅治 

岡田  益己 

細川 寿氏 

近藤 直氏 

後藤  隆志 

志賀   徹 

渡部  良朋 

藤井  克己 

内田  一徳 

竹内  睦雄 

亀岡  孝治 

玉浦   裕 

 

平成 26 年度（15 名）  

平成 27年 5月 12日

平間 淳司 

森本 哲夫 

大場 和彦 

東城 清秀 

野口 伸 

内野 敏剛 

干場 信司 

塩沢 昌 

石田 朋靖 

高橋 順二 

石田 憲治 

中野 和弘 

北宅 善昭 

中 達雄 

田川 彰男 

 

平成 27 年度（13 名）  

平成 28年 5月 20日 

船田 良 

後藤 英司 

清水 浩 

浦野 慎一 

小松崎 将一 

山口 智治 

永木 正和 

小田原 哲一 

川村 周三 

庄子 和博 

小泉 健 

春山 成子 

平松 和昭 

 

平成 28 年度（21 名）  

平成 29年 5月 16日 

泉谷 直昭 

田澤 信二 

星 岳彦 

門田 充司 

吉田 敏 

小林 和彦 

小沢 聖 

荒木 肇 

宮崎 昌宏 

佐竹 隆顕 

佐瀬 勘紀 

二宮 正士 

井上 英二 

芋生 憲司 

杉山 隆夫 

森井 俊広 

渡邉 紹裕 
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後藤 章 

毛利 栄征 

糸長 浩司 

山路 永司 

 

平成 29 年度（22 名）  

平成 30年 5月 15日 

水谷 広 

白石 文秀 

桶 敏 

槐島 芳徳 

牧野 義雄 

皆川 秀夫 

菅野 洋光 

富士原 和宏 

林 久喜 

岩崎 浩一 

池口 厚男 

五十部 誠一郎 

南石 晃明 

木下榮一郎 

酒井 憲司 

豊田 淨彦 

山本 徳司 

河端 俊典 

溝口 勝 

佐々木 長市 

廣田 純一 

星野 敏 

 

平成 30 年度（21 名）  

2019 年 5 月 14 日 

多胡 靖宏 

大西 充 

伊藤 博通 

羽藤 堅治 

奥田 延幸 

山本 晴彦 

鮫島 良次 

宮田 明 

佐藤 禎稔 

田島 淳 

河野 澄夫 

後藤 清和 

中村 典裕 

滝岸 誠一 

飯田 訓久 

小竹 一男 

久野 貴敬 

久保 成隆 

白谷 栄作 

荘林 幹太郎 

中村 和正 

 

2020 年度(22 名) 

2020 年 5 月 15 日 

渡邊 博之 

中林 和重 

江口 壽彦 

西浦 芳史 

村上 克介 

本條 毅 

青野 靖之 

大野 宏之 

武田 純一 

亀井 雅浩 

大森 定夫 

豊田 裕道 

平石 武 

吉田 智一 

川越 義則 

藤村 博志 

坂口 栄一郎 

原田 和夫 

籾井 和朗 

向後 雄二 

土居 邦弘 

辻 修 

 

2021 年度(22 名) 

2021 年 5 月 14 日 

増田 篤稔 

齋藤 高弘 

有馬 誠一 

松岡 健 

荊木 康臣 

黒瀬 義孝 

杉浦 俊彦 

長﨑 裕司 

庄司 浩一 

石川 豊 

北村 豊 

野口 良造 

山田 優 

水野 英則 

西村 洋 

小林 研 

井上 京 

藤原 信好 

長 裕幸 

稲垣 仁根 

小林 久 

福与 徳文 
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2021 年度日本農業工学会フェロー受賞者 

 

2021 年 5 月１4 日授与 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏名 推薦学会 所属・職名

増⽥ 篤稔 ⽣態⼯学会 ⽟川⼤学農学部 教授

齋藤 ⾼弘 ⽣態⼯学会 宇都宮⼤学農学部・教授

有⾺ 誠⼀ ⽇本⽣物環境⼯学会 愛媛⼤学 教授

松岡 健 ⽇本⽣物環境⼯学会 九州⼤学 教授

荊⽊ 康⾂ ⽇本農業気象学会 ⼭⼝⼤学⼤学院創成科学研究科 教授

⿊瀬 義孝 ⽇本農業気象学会 農研機構  グループ⻑

杉浦 俊彦 ⽇本農業気象学会 農研機構  園地環境ユニット⻑

⻑﨑 裕司 ⽇本農作業学会 農研機構 農業技術⾰新⼯学研究センター  統括監

庄司 浩⼀ ⽇本農作業学会 神⼾⼤学⼤学院農学研究科 准教授

⽯川 豊 農業施設学会 農研機構 ⾷品研究部⾨ 研究推進部 部⻑

北村 豊 農業施設学会 筑波⼤学⽣命環境系 教授

野⼝ 良造 農業情報学会 筑波⼤学⽣命環境系 准教授

⼭⽥ 優 農業情報学会 ⽇本農業新聞 特別編集委員

⽔野 英則 農業⾷料⼯学会 株式会社サタケ 常務執⾏役員 技術本部

⻄村 洋 農業⾷料⼯学会 秋⽥県⽴⼤学 フィールド教育研究センター⻑ 教授

⼩林 研 農業⾷料⼯学会 農研機構 農業技術⾰新⼯学研究センター 所⻑

井上 京 農業農村⼯学会 北海道⼤学⼤学院農学研究院 教授

藤原 信好 農業農村⼯学会 農研機構 農村⼯学研究部⾨⻑

⻑ 裕幸 農業農村⼯学会 佐賀⼤学農学部 名誉教授

稲垣 仁根 農業農村⼯学会 宮崎⼤学農学部森林緑地環境科学科 教授

⼩林 久 農村計画学会 茨城⼤学 名誉教授

福与 徳⽂ 農村計画学会 茨城⼤学農学部 教授
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１．日本農業工学会会則 
昭和 59 年 6 月 30 日制定 

平成 5 年 5 月 20 日一部改定 

平成 20 年 5 月 9 日一部改正 

平成 23 年 5 月 11 日一部改正 

平成 30 年 5 月 15 日一部改正 

 

第１章 総 則 

 

第 1  条 本会は日本農業工学会（Japan Association of  International Commission 

of Agricultural and Biosystems Engineering）と称する。 

第 2  条  本会は事務所を東京都内に置く。 

 

第２章 目的及び事業 

 

第 3 条 本会は農業工学に関する会員相互の協力により、農業工学及びその技術の進

歩発達に資することを目的とする。 

第 4 条  本会は、その目的を達成するために次の事業を行う。 

(1) 各学会、協会の連絡・協力及びその総合活動 

(2) 内外の農業工学関係諸機関・団体及び個人との連絡 

(3) 講演会等の開催 

(4) その他目的を達成するために必要な事業 

 

第３章 会 員 

 

第 5 条  会員を分けて、正会員・維持会員及び国際会員とする。 

(1) 正会員は、農業工学に関する学術団体とする。 

(2) 維持会員は、本会の目的に賛助する団体とする。  

(3) 国際会員は、正会員に属する個人であって、国際農業工学会に登録したも

のとする。  

第 6 条  本会に入会しようとするものは、別に定める入会申込書を提出し、理事会の承

認を得るものとする。 

第 7 条 正会員で退会しようとするものは、その旨書面をもって届け出て理事会の承認を

得るものとする。  

      2．維持会員・国際会員が２年以上会費を滞納した場合は退会したものとみなす。 

 

第４章 役 員 

 

第 8 条 本会に次の役員を置く。 

      会長 1 名 副会長 2 名 理事 若干名 監事 2 名 

        会長・副会長は理事とする。 

第 9 条  会長は本会を代表し、会務を統べ、総会及び理事会の議長となる。 

第 10 条 副会長は会長を補佐し、会長に事故があるとき、または欠けたときはあらかじめ

会長が指名した順序で、その職務を代行する。 
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第 11 条 理事は会長を補佐し、会務を処理する。 

第 12 条 監事は会計の状況及び理事の業務執行を監査する。 

第 13 条 役員の選任は総会において行う。 

第 14 条 役員の任期は 3 年とし、更任期の定時総会までとする。ただし、辞任又は任期満

了の役員は後任者が就任するまではその職務を行うものとする。 

第 15 条 役員で欠員を生じ、補充の必要があるときは、第 13 条の規定により選任する。

後任者の任期は前任者の残存期間とする。ただし、定時総会までの期間は理

事会の承認を経て、次回定時総会まで職務を行う者をおくことができる。 

 

第５章 会 議 

 

第 16 条 会議を分けて総会・理事会とする。 

第 17 条 総会は定時総会及び臨時総会の２種とする。 

第 18 条 総会は正会員および維持会員の推薦による代議員をもって組織する。 

     2．代議員の定数及び任期は別に定める。 

第 19 条 定時総会は毎年 1 回会計年度終了後 2 ヶ月以内に会長が招集する。 

第 20 条 臨時総会は次の場合にこれを開く。 

       (1) 理事会において必要と認めたとき 

      (2) 代議員の 5 分の 1 以上から、会議目的である事項を示して請求されたとき 

      (3) 監事から請求されたとき 

第 21 条 総会は会長がこれを招集し、少なくとも 14 日前に会議の目的である事項を書面

をもって代議員に通知することを要する。 

第 22 条 次の事項は総会に提出してその承認を得る。 

      (1) 当該年度の予算 

      (2) 貸借対照表・財産目録及び収支決算書 

      (3) その他理事会において必要と認めた事項 

第 23 条 次の事項を定時総会に報告する。 

      (1) 前年度事業報告 

      (2) 会員の状況 

      (3) 業務及び会計監査の報告 

      (4) その他理事会において必要と認めた事項 

第 24 条 総会は代議員総数の２分の１以上の出席を必要とする。 

      ただし、欠席者も書面により又は委任により表決権を行使することができる。この

場合出席者とみなす。 

第 25 条 総会の議決は出席者の過半数をもつて、これを決する。 

      2．可否同数の場合は議長がこれを定める。 

第 26 条 理事会は会長が必要と認めたとき招集する。 

      ただし会長は理事現在数の５分の１以上から会議に付議すべき事項を示して理事

会の招集を請求された日から 14 日以内にこれを招集する。 

第 27 条  理事会の定足数及び議決については第 24 条及び第 25 条を準用する。 

 

第６章 会 計 
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第 28 条 本会の事業年度及び会計年度は毎年 4 月 1 日に始まり、翌年 3 月 31 日に終わ

る。 

第29 条 本会の事業計画及びこれに伴う収支予算は、会長が編成し、毎年会計年度開始

前に、理事会及び総会の議決を経て、行使する。 

     2．前項の規定に係わらず、やむを得ない事情により同項に規定する総会を開催す

ることができないときは、総会を省略することができる。この場合においては、翌

会計年度開始後最初に開催される総会において、これに係わる承認を得なけれ

ばならない。 

第 30 条 本会の収支決算は、会長が作成し、財産目録、貸借対照表及び収支決算書に

監事の意見をつけ理事会の承認を受けて、定時総会に報告する。 

     2．本会の収支決算に剰余金のあるときは、理事会の議決及び総会の承認を受けて、

その一部、もしくは全部を基本財産に編入し、または、翌年に繰越すものとす

る。 

第 31 条 基本財産は財産目録の基本財産の部に記載のうえ、確実なる方法により保管し、

譲渡・交換または担保に供することはできない。ただし、本会の事業遂行上やむ

得ない理由があるときは、理事会及び総会の議決を経て、処分することができ

る。 

 

第７章  会則の改定及び解散 

 

第 32 条 この会則の変更は、理事会及び総会において各々の 3 分の 2 以上の議決を要

する。 

第33 条 本会の解散は、理事会及び総会の 4 分の 3 以上の議決を要する。 

 

付則 

1. この会則の施行に必要な細則は、総会の議決で定める。細則には会員の入会・役員

の選出・理事の職務分担・役員会の規定・代議員の選任定数・会費の額等を規定す

る。 

2. 本会の所在地を東京都目黒区下目黒 3-9-13 目黒・炭やビル 一般財団法人農林統

計協会内とする。 

3. この会則は昭和 59 年 6 月 30 日から施行する。 

 

付記 

本会の設立年月日は昭和５９年６月３０日である。 
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２．日本農業工学会細則 

昭和 63 年 5 月 6 日一部改定 

平成 4 年 5 月 12 日一部改定 

平成 6 年 5 月 13 日一部改定 

平成 8 年 5 月 10 日一部改定 

平成 11 年 5 月 21 日一部改定 

平成 13 年 5 月 18 日一部改定 

平成 26 年 5 月 13 日一部改定 

平成 28 年 5 月 20 日一部改正 

 

第１章 会 員 

 

第 1 条 正会員として入会しようとするものは、所定の入会申込書に次の事項を記入し、

又は書類を添付して提出する。 

   (1) 団体名 

   (2) 本部事務所の所在地及び電話番号 

   (3) 定款及び諸規程 

   (4) 団体の経歴の概要                 

   (5) 役員の氏名・主要勤務先及び職務 

   (6) 最近における各種別会員の数 

   (7) 最近 1 年間の刊行雑誌・図書の表題・発行周期・大きさ・頁数・発行部数 

第 2 条 維持会員及び国際会員として入会しようとするものは、所定の入会申込書所要

欄に記入して提出する。 

第 3 条 入会者は承認通知を受けて後、会費を納めて資格を得る。 

第 4 条 会員は、申込書記入事項に変更のあった都度本会に届けなければならない。た

だし、正会員にあっては第 1 条第 6号及び第 7号は毎年 1 回の届け出とする。 

 

第２章 役員･代議員･委員･名誉顧問・フェロー 

 

第 5 条 理事会は役員候補者を選考し、総会に提出する。 

第 6 条 理事会は正会員ごとに各 1 名の役員候補者の推薦を受け、この中から会長・副

会長・理事・監事候補を選考し、総会提出案を作成する。 

     2．会長は、前項にかかげる理事以外に、理事候補2名以内を推薦し、総会の承認を

得て、理事とすることができる。 

第 7 条 代議員は正会員及び維持会員の推薦によって会長が委嘱し、その任期は 3 年と

する。ただし、交替した場合の後任者の任期は残存期間とする。 

第 8 条 代議員の数は次を基準とし、理事会で定める数とする。 

      (1) 会員 500 名以下の正会員にあっては 1 名 

      (2) 会員 500 名を超える正会員にあっては、会員 500 名を超える数につき 2000 名

区切り毎に 1 名。但し、人数は正会員からの申請に基づき変更することができ

る。 

      (3) 団体のみで構成される正会員にあっては、構成団体数を会員数とみなす。 

       (4) 維持会員にあっては 1 名 
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      (5) 国際会員にあっては、正会員別に 1 名 

第 9 条 理事会は次の区分により会務を分担する。 

      庶務・会計・国際・事業 

     2．会長は理事のうちから事務局長を指名し、会務の円滑な運営及び理事会から委

任された事項の処理に当たらせることができる。 

第 10 条 本会は必要に応じ各種の委員会を置くことができる。 

      委員は、理事会の議決を経て会長が委嘱する。 

第 11 条 本会に名誉顧問及びフェローを置くことができる。 

     2．名誉顧問は理事会の推薦によって会長が委嘱する。名誉顧問は理事会の諮問に

応じ、助言することができる。 

     3．フェローは理事会の議を経て授与される。フェローは役員ではなく、顕著な功績の

あった者を顕彰する称号である。日本農業工学会が返還を求めない限りフェロ

ーの称号を保持することができる。 

 

第３章 表 彰 

 

第 12 条 本会は農業工学分野の学術や事業等に貢献した団体・個人を表彰することがで

きる。表彰は顕彰選考規則により選考し、理事会で審議・決定し、総会で報告す

る。 

      (1) 特に優れた業績を上げた個人（日本農業工学会賞） 

      (2) 特に功労のあった個人・団体（功績賞、貢献賞等） 

(3) 本会が主体的に企画・運営した学術的行事における参加学協会等団体

（感謝状等） 

 

第４章 会 費 

 

第 13 条 会費は予算に基づき、次のとおり分担せしめる。 

(1) 正会員 

       均等割と代議員数割とし、予算作成の際に夫々の額を定める。 

(2) 維持会員 

        年額 2万円とする。 

(3) 国際会員 

       国際農業工学会への個人当納入額に事務経費を加算した額とする。 

 

第５章 細則の改訂 

 

第 14 条 この細則の変更は理事会の議決を経て、総会の承認を受ける。 

 

付則 

1．この細則は、総会の議決のあった日から施行する。 
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３．日本農業工学会顕彰選考規則 
 

平成 26 年 5 月 13 日制定 

平成 28 年 5 月 20 日改定 

 

（目的）  

第１条 本規則は、細則第 12 条に基づき、本会顕彰ついての選考の方法を定めるもので

ある。  

   

（方針）  

第２条 顕彰は細則 12 条に示す内容について顕彰し、業績、社会貢献、国際性、実用性な

どの項目を考慮し、特に優れた功績に対して授与することを選考の方針とする。 

    

（推薦）  

第３条 日本農業工学会（以下本会という）の正会員は本会顕彰方針に則り、日本農業工

学会賞候補者１名を別紙様式 1 による推薦書を毎年理事会で定めた期日までに顕

彰選考委員会に提出する。 

  2. 本会役員は細則 12 条に該当する顕彰に該当者がある場合は、別紙様式 1 による推

薦書を理事会で定めた期日までに顕彰選考委員会に提出する。 

 

（顕彰の手続き）  

第４条 顕彰は正会員及び本会役員の推薦により、｢顕彰選考委員会｣の審査を経て理事

会で審議・決定し、総会で報告する。 

 

（選考）  

第５条 会長は顕彰事業を推進するため、顕彰選考委員会（以下委員会という）を設置す

る。  

 2．委員会の委員は 5 人とし、理事会の議を経て会長が指名する。  

 3．委員の候補者及び委員の氏名は公開しない。  

 4．委員の任期は 3 年とする。  

 5．委員会に委員長及び副委員長をおく、委員長及び副委員長は委員の互選による、委

員長は委員会を招集しその議長となる。副委員長は委員長を補佐し、委員長に事項

ある時は、その職務を代行する。  

 6．委員会は定められた審査基準に基づき、推薦書及び審査結果について審議の上、日

本農業工学会賞、その他の顕彰を授与するのが適当と認められた候補者を選考し、

その結果を会長に報告する。  

 7．委員会の議事は公開しない。その他委員会に必要な事項は委員会において定める。  

 8．委員会の報告を受けた会長は、理事会で審議し、授与するものを決定する。  

 

（規則改定） 

第６条 この規則の変更は理事会で審議し、総会で議決する。 

 

付 則  

第７条 この規則は総会で議決した日から施行する。  
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４．日本農業工学会賞選考内規 
 

平成 27年 1月 24日理事会承認 

平成 27年 9月 12日改正理事会承認 

 

 

１． 日本農業工学会賞は、加盟正会員の学問分野における優れた研究あるいは技術開

発に多大な業績を上げた者を対象とし顕彰する。 

２． 業績評価は学術業績、国際性、社会貢献、実用性などの観点から農業工学のパブリ

シティを高める内容であること。 

３． 日本農業工学会賞は加盟正会員各学協会の顕著な賞を授与された個人を選考対象

とする。 

４． 各学協会の顕彰年度は過去の年度の顕彰も対象とする。 

５． 日本農業工学会賞の候補者は本会の指定日に受賞講演することを内諾しているも

のとする。 

６． 受賞者に賞状及び記念楯を授与する。 

７． 学会ホームページ上で受賞者氏名、顕彰内容を公告する。 
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５．フェロー規程 
平成 11 年 5 月 21 日制定 

平成 13 年 12 月 11 日改定 

平成 21 年 5 月 22 日改定 

平成 30 年 5 月 15 日改定 

  

（目的）  

第１条 管理運営、その他の活動を通じて、日本農業工学会（以下本会という）の関与する

分野の学問技術の発展に継続的に顕著な功績のあった者を顕彰するため、フェ

ローの称号を設ける。  

  

（身分）  

第２条 フェローは称号であって会員の種別ではない。ただし、フェローの称号を得たものを

フェローと呼称することができる。  

  

（資格）  

第３条 フェローの称号を授与されるものは傘下の各学協会（以下、推薦者）からの推薦に

基づき、フェロー選考委員会及び日本農業工学会理事会の議を経て推薦された

者及び日本農業工学会理事会から推薦された者とする。 

  2． フェローの称号を授与されたものは、日本農業工学会が返還を求めない限りフェロ

ーの称号を保持することができる。  

  

 （フェローの数） （選考）  

第４条 フェローの選考については別に定める。 

  

（顕彰）  

第５条 新たにフェローの称号を受けるものには称号授与の証状およびバッジを呈すると

共に、その氏名・業績および顕彰理由を総会で告知する。  

   

付 則  

第６条 本規定は平成 21 年 5 月 22 日から施行する。  
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６．フェロー選考規則 
                                 

平成 11 年 5 月 21 日制定 

平成 16年 5 月 14 日改定 

平成 28 年 5 月 20 日改定 

平成 30 年 5 月 15 日改定 

令和元年 5 月 14 日改定 

 

（目的）  

第１条 本規則は、フェロー規程第４条に基づき、フェローの選考の方法を定めるものであ

る。  

  

（方針）  

第２条 フェローの称号は、フェロー規程第１条に示す活動項目に関する継続的な功績者

に対して授与することを選考の方針とする。  

  

（推薦）  

第３条 正会員（以下、推薦者）は、フェロー選考審査基準に則り、代議員数を基準として、

理事会で定めた人数までの候補者を推薦することができる。 

    2．前項の推薦にあたって、推薦者は別紙様式による推薦書および審査報告書を毎

年理事会で定めた期日までにフェロー選考委員会に提出する。 

    ３．理事会はフェロー選考審査基準に則り、候補者を推薦できる（以下、理事会推

薦）。 

  

（審査）  

第４条 推薦者は被推薦者について 3 人の審査員をフェローの中から選定し、審査を依頼

する。ただし、審査員には被推薦者と異なる機関に属するものが半数以上含まれ

ているものとする。  

    2．審査員は推薦書に基づき被推薦者について審査を行い、その結果を別紙様式2に

より推薦者に報告する。  

  

（選考）  

第５条 会長はフェローを選考するため、フェロー選考委員会（以下委員会という）を設置す

る。  

    2．委員会の委員は 5 人とし、理事会の議を経て会長が指名する。  

    3．委員の候補者及び委員の氏名は公開しない。  

    4．委員の任期は 3 年とする。  

    5．委員会に委員長及び副委員長をおく、委員長及び副委員長は委員の互選による、

委員長は委員会を招集しその議長となる。副委員長は委員長を補佐し、委員長

に事故ある時は、その職務を代行する。  
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    6．委員会は定められた審査基準に基づき、推薦書及び審査結果について審議の上、

フェローの称号を授与するのが適当と認められた候補者を選考し、その結果を会

長に報告する。  

    7．委員会の議事は公開しない。その他委員会に必要な事項は委員会において定め

る。  

    8．委員会の報告を受けた会長は、理事会の議を経て、フェローの称号を授与するも

のを決定する。  

 

（規則改定） 

第６条 この規則の変更は理事会で審議し、総会で議決する。 

 

付 則  

第７条 この規則は総会で議決した日から施行する。 
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